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博士論文概要

【課程博士一覧】

吉田　　弘

土谷　　亮

松田　庄司

浅野　勝則

大屋　正義

金子　昌司

社家　一平

岸根　桂路

湯山　洋一

一井　　崇

木村建次郎

植松　明久

「ダイレクトコンバージョン方式のDCオフセット低減とソフ

トウェア無線機への応用に関する研究」

「A Study on Modeling and Design Methodology for High-

Performance On-Chip Interconnection」（LSI内高性能配線の

モデル化および設計手法に関する研究）

「マルチビームレーダーにおける目標捜索性能とビーム形成

方式に関する研究」

「高耐圧SiC FET及びダイオードの電力変換回路への適用に

関する基礎的研究」

Stability of superconducting magnets cooled by superfluid

helium」（超流動ヘリウム冷却超電導マグネットの安定性）

「ヘリオトロンＪにおける高速イオンの挙動に関する研究」

「光時分割多重信号の一括分離技術および非同期サンプリン

グを用いた光信号品質監視技術に関する研究」

「光通信システム用クロックデータ再生回路の高性能化に関

する研究」

「プロセッサアレイによるシステムLSIアーキテクチャとその

設計技術の検討」

「周波数変調方式ダイナミックフォース顕微鏡を用いた有機

超薄膜の分子スケール構造・物性評価に関する研究」

「走査型容量原子間力顕微鏡法の開発と半導体デバイスへの応用」

「An Observational Study of Fog Structure and Dynamics

with a Millimeter-Wave Scanning Doppler Radar」（走査型

ミリ波ドップラーレーダーによる霧の構造と力学に関する観

測的研究）

平成17年11月24日

平成17年11月24日

平成18年１月23日

平成18年３月23日

平成18年３月23日

平成18年３月23日

平成18年３月23日

平成18年３月23日

平成18年３月23日

平成18年３月23日

平成18年３月23日

平成18年３月23日
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室岡　孝宏

田中　良典

森山　　匠

西塚　幸司

川上　剛史

前島　圭剛

欧陽　　軍

劉　　井泉

井上　　武

西村　耕司

服部　俊洋

笈田　武範

東野　　哲

「機能可変な高速ネットワークノード構成方式の研究」

「２次元フォトニック結晶への３次元構造の導入と光制御」

「有機金属気相成長した酸化亜鉛薄膜の成長特性と基板依存

性に関する研究」

「半極性および無極性面InGaN量子井戸における発光遷移過

程の解明」

「電子ドープ型高温超伝導体の固有トンネル特性に関する研究」

「有機金属気相成長法ZnOの成長形に関する研究」

「A Methodological Study on Fault Diagnosis and Simulation

of Man-Machine Scenario in Accident for Nuclear Power

Plant」（原子力発電所の故障診断と事故時のマンマシンシナ

リオシミュレーションの方法論に関する研究）

「Analytical Study on Nuclear Energy Development from

Social Policy Aspects」（原子力開発の社会政策的観点からの

分析的研究）

「スケーラブルなネットワーク制御に向けた木構造の適用方

法に関する研究」

「Functional Extension of Atmospheric Radar with Digital

Receiver Array」（ディジタル受信機アレイを用いた大気レ

ーダーの機能拡張）

「組み込み用途プロセッサにおける低消費電力化技術の研究」

「Magnetic Resonance Elastography を用いた生体組織の弾

性計測に関する研究」

「Study on Signal Processing and Coding Techniques for

High Density Optical Information Storage Channels」（高密

度光学情報記憶通信路における信号処理及び符号化技術に関

する研究）

平成18年３月23日

平成18年３月23日

平成18年５月23日

平成18年５月23日

平成18年５月23日

平成18年７月24日

平成18年９月25日

平成18年９月25日

平成18年９月25日

平成18年９月25日

平成18年９月25日

平成18年９月25日

平成18年11月24日
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呉　　準席

濱本　武史

五十嵐喜良

酒井　恭輔

山田　義春

梅本　泰子

山末　耕平

東川　甲平

吉武　惇二

高松　輝久

藤原　　淳

「A Study on the Luminous Efficiency Improvement of

Plasma Display Panels Based on Spectroscopic Diagnostics

of Microdischarge Plasmas」（マイクロ放電プラズマの分光

計測に基づくプラズマディスプレイパネルの発光効率改善に

関する研究）

「ダイナミック型メモリLSIの高集積化回路技術に関する研

究」

「MF Radar Studies of the Dynamics of the Mesosphere and

Lower Thermosphere」（MFレーダーによる中間圏・下部熱

圏のダイナミックスに関する研究）

「２次元フォトニック結晶レーザの結合波理論の構築」

「Bi系高温超伝導体の微小構造作製とその超伝導および輸送

特性に関する研究」

「Studies on Orographic Rainbands Based on Combined

Wind Profiler-Weather Radar Observations」（ウィンドプロ

ファイラ・気象レーダー複合観測に基づく地形性降水帯の研

究）

「Studies on Time-Delayed Feedback Control of Chaos and

its Application to Dynamic Force Microscopy」（カオスの時

間遅れフィードバック制御とそのダイナミックモード原子間

力顕微鏡への応用に関する研究）

「瞬時電圧低下補償用高温超伝導SMESの最適設計に関する

基礎研究」

「天然ガス市場の国際動向と日本の都市ガス事業の展開に関

する分析研究」

「Research and Development of an Inertial Electrostatic

Confinement Fusion Device for Humanitarian Landmine

Detection」（人道的対人地雷探知のための慣性静電核融合装

置の開発研究）

「マルチホップ伝送における無線リソース割当法の研究」

平成18年11月24日

平成18年11月24日

平成18年11月24日

平成19年１月23日

平成19年１月23日

平成19年１月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日
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A.K.M.Baki

新　　浩一

外池　昌嗣

土屋　雅稔

瀧　　宏文

佐野　明秀

久木元伸如

坂本　尚久

山岡　雅直

宮戸　祐治

辻野　孝輔

「Study on Beam Forming and Direction-of-Arrival

Measurement for Solar Power Satellite」（宇宙太陽光発電所

のためのビーム形成と到来方向測定法に関する研究）

「Study on Electrostatic Waves in the Terrestrial Bow Shock

Region via Spacecraft Observations」（衛生観測による地球

磁気圏バウショック領域における静電波動に関する研究）

「Natural Language Processing Exploiting Topics in the

Web Text Archive」（ウェブテキストアーカイブにおける文

書のトピックを利用した自然言語処理）

「A Study on Processing of Japanese Functional Expressions

and Definition Patterns」（日本語の機能表現と定義表現パタ

ーンの処理に関する研究）

「Real-Time Three-Dimensional Acoustic Imaging System

with A Reflector and Its Applications」（反射鏡を用いたリ

アルタイム三次元超音波イメージングシステムとその適用）

「光ファイバ伝送における波長分散と非線形光学効果の抑圧

技術に関する研究」

「没入可視化空間における注釈を用いた遠隔協調環境に関す

る研究」

「ポイントに基づくボリュームデータの生成および表示技術

に関する研究」

「A Study on Low-Power SRAM Design under Process

Variation of Transistors」（トランジスタのプロセスばらつき

を考慮した低電力SRAM設計の研究）

「走査型プロープ顕微鏡を用いたカーボンナノチューブの電

位評価に関する研究」

「A Study on 3-D Sound Processing Systems Based on

Head-Related Transfer Functions」（頭部伝達関数を利用し

た立体音響処理システムに関する研究）

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日



No.19

38

須山　敬之

宮本　龍介

旦野　克典

川島　祥一

鄭　　允道

卞　　志強

Sommani

Piyanuch

「リコンフィギャラブルコンピューティングの組合せ問題へ

の応用に関する研究」

「画像処理に基づく歩行者認識に関する研究」

「Epitaxial Growth of 4H-SiC and Characterization of Deep

Levels for Bipolar Power Devices」（バイポーラ型パワーデ

バイス実現に向けた4H-Sicのエピタキシャル成長と深い準位

の評価）

「３次元フォトニック結晶による光伝搬制御に関する研究」

「Basic Studies on Persistent Current Compensator for

Superconducting Magnet by Use of Linear Type Magnetic

Flux Pump」（リニア型磁束ポンプを適用した超伝導マグネ

ット用永久電流補償装置に関する基礎研究）

「 A Study on Augmented Reality Technology for

Supporting Field Work of Nuclear Power Plants」（原子力発

電プラントの現場作業支援のための拡張現実感技術に関する

研究）

「Neuron Adhesion Patterning on Polymers by Negative-Ion

Implantation」（負イオン注入による高分子表面上での神経細

胞接着のパターニング）

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年３月23日

平成19年７月23日

平成19年９月25日

平成19年９月25日

平成19年９月25日
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吉　田　　　弘（佐藤教授）
「ダイレクトコンバージョン方式のDCオフセット低減とソフトウェア無線機への応用
に関する研究」
平成17年11月24日授与

現在さまざまな通信ネットワークが無線化され、無線機に対する需要が極めて大きくなっている。こ

うした中、無線機の小型化・低コスト化に対する要求が高まっていると同時に、さまざまな通信システ

ムに対応するために、マルチモード化・マルチバンド化という相矛盾する要求も同時に高まっている。

ダイレクトコンバージョン受信方式は無線機の小型化、低コスト化に極めて適した方式であり、また、

周波数に依存する受動部品が原理的に不要なため、マルチモード化・マルチバンド化に適している。一

方、従来ハードウェアによって実現されていた無線機能をソフトウェア化することにより無線端末にフ

レキシビリティをもたせ、さまざまな通信システムへの対応を可能とするソフトウェア無線機が脚光を

浴びている。小型化・低コスト化の要求に対する一つの解はダイレクトコンバージョン方式、無線機の

マルチモード化・マルチバンド化に対する一つの解はソフトウェア無線機である。本研究においては、

矛盾する二つの要求を満足するために、マルチバンド化に適した方式であるダイレクトコンバージョン

方式をRFフロントエンドに用いたソフトウェア無線機を開発しこれらの要求を満足することが第１の

目的である。また、ダイレクトコンバージョン方式の実装上の課題であるDCオフセットの抑圧と低消

費電力化をおこなうことが第２の目的である。

最初に、所望システムの帯域幅を一括してディジタル信号に変換し、所望チャネルの信号はディジタ

ル部で選択するソフトウェア無線機のコンセプトを提案し、さらに本コンセプトを適用したダイレクト

コンバージョン方式およびLow-IF方式を用いたソフトウェア無線機基本構成を提案した。また提案し

たダイレクトコンバージョンおよびLow-IF方式を用いた広帯域アナログ部およびイメージ抑圧機能を

持つディジタル部の具体的構成を検討し、1.5GHz帯および1.9GHz帯にて試作、評価をおこなった。そ

の結果、帯域幅については10MHzの広帯域性が実現でき、また、イメージ抑圧比についてはダイレク

トコンバージョン方式で25dB以上、Low-IF方式で61dB以上が得られた。

第２に、第３世代携帯電話であるW-CDMAをモチーフとして、DCオフセットを低減したダイレクト

コンバージョン受信機を提案した。DCオフセットを抑圧するために、直交復調器にアクティブハーモ

ニックミキサを採用し、さらに、DCオフセットの原因となる局部発振信号のフロントエンドへの漏洩

量を減らすため、従来シングルエンドで構成されていたLNAやRFフィルタなどを含めて受信系を全差

動化した。受信系全体の特性を評価した結果、DCオフセットを所望信号に比べて－10dB以下に抑圧す

ることができた。さらに、このDCオフセットによる受信性能への影響を確認するために、DCオフセッ

トの実測値に基づいたシミュレーションをおこなった結果、ビット誤り率（BER）への影響が0.1dB以

下であり、無視できるほど小さいことを明らかにした。

第３に、ダイレクトコンバージョン方式の低消費電力化をおこなうため、直交復調器にダブルバラン

ストミキサを用いた改良したダイレクトコンバージョン受信機を開発した。その結果DCオフセットを

従来と同程度に抑えつつ、消費電力を2.7Vの電源電圧で31mAと従来の約1/2に削減した。
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土　谷　　　亮（小野寺教授）
「LSI内高性能配線のモデル化および設計手法に関する研究」
（A Study on Modeling and Design Methodology for High-Performance On-Chip
Interconnection）
平成17年11月24日授与

集積回路の微細化により、急速にその性能を向上させている。現在市場で販売されているマイクロプ

ロセッサは10年前の大型スーパーコンピュータにも匹敵する演算性能を持ち、その高性能化は今後も続

くと考えられている。このような集積回路の性能向上は集積されるトランジスタのサイズを縮小してい

くことで実現されてきた。トランジスタは「スケーリング則」と呼ばれる法則により、サイズを小さく

することで動作速度向上、集積密度向上、消費電力低下とあらゆる面で性能が向上する。このスケーリ

ング則を原動力として集積回路の性能は発展してきたが、一方でトランジスタとトランジスタをつなぐ

配線はサイズを縮小すると性能が低下する。近年、配線のトランジスタに対する相対的な性能低下が大

きな問題となっており、「配線ボトルネック問題」と呼ばれて盛んに議論されている。本論文の目的は

特に性能への影響が大きいチップ内長距離高速信号伝送用配線について、モデル化および設計手法を確

立することである。高速信号伝送用配線に関する問題は、大きく以下のような点が挙げられる。

１．集積回路内は配線が高密度に集積されており、物理構造から電気的特性を抽出することが難しい。

２．電気的特性は周波数依存性を持ち、モデル化が困難である。

３．高速信号伝送には複数の方式があり、各方法で一長一短があるため、設計初期段階での方式決定が

困難である。

４．信号伝送を正しく行なうためには、配線の特性と信号送出回路（ドライバ）および信号受信回路

（レシーバ）を総合的に考えなければならない。

本論文では、物理構造から電気的特性への影響の大きい要素を判別する手法、および伝搬する信号波

形の再現において最も重要な周波数を特定する手法を提案し、従来複雑な解析とモデルが必要であった

配線特性の表現を簡易なモデルで高精度に実現することに成功した。また、その簡易なモデルを用いる

ことで信号伝搬の性能限界を解析的に見積る手法を提案した。この手法は少数に基本的な設計パラメー

タから容易に性能を予測することができ、設計初期段階での指針を与える他、性能の将来動向の予測な

どに有効な手法である。さらに、ドライバ、レシーバ、および信号の反射を抑制する終端について検討

を行ない、最適な設計方法を明らかにした。

本研究は、集積回路内信号伝送系を物理構造から回路設計まで網羅しており、物理レベルの設計から

回路レベルの設計まで対応できる設計方法論となっている。また、各章で提案された手法は複雑な電気

的振舞いを少数のパラメータで解析的に表現していることも大きな特徴である。各パラメータの関係が

定式化されていることで、設計最適化だけでなく将来動向予測や製造ばらつきへの感度評価など非常に

広範な応用が可能となっている。

反射 

出力信号 

  
  

入力信号 

信号送出回路 
（ドライバ） 

損失による減衰 
周波数特性による歪み 

信号受信回路 
（レシーバ） 

周辺からのノイズ 

図．チップ内信号伝送における諸問題
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松　田　庄　司（深尾教授）
「マルチビームレーダーにおける目標捜索性能とビーム形成方式に関する研究」
平成18年１月23日

近年、フェーズドアレーアンテナ技術及びデジタルビーム形成技術の進歩を背景としてマルチビーム

方式の捜索レーダー開発が進みつつある。本研究ではマルチビーム方式の捜索レーダーにおいて、その

理論性能とレーダー諸元との関係を示すことによりマルチビームレーダーの特性を明らかにするととも

に、非線形最適化の手法を用いた系統的な設計方法を述べた。さらに、マルチビームレーダー技術によ

り初めて実現可能となる新しい応用例を提示し、そのビーム形成方法と理論性能を論じた。

マルチビームレーダーの第一の応用例として、バイスタティックレーダーを取り上げた。バイスタテ

ィックレーダーは送信と受信のアンテナを離隔設置する形態のレーダーであり、大規模レーダーネット

ワークへの発展性から近年注目されている技術である。しかし、単一ビームによる走査方法として知ら

れている従来のパルスチェイス法では受信ビーム幅の制限や高速制御の必要があり実用化の最大の阻害

要因となっていた。従って、これを解決する手段として複数の受信ビームの束を用いるマルチビーム・

パルスチェイス法を提案し、目標位置と所要ビーム数及び受信信号対雑音比の関係を論じた（図１）。

マルチビームのもう一つの応用例である分散アレーレーダーは、複数の小型サブアレーを用いて高い

探知性能を達成できる画期的なレーダーとして注目されるべき方式である（図２）。しかし、従来のビ

ーム形成方法では多数のグレーティングローブが発生し捜索レーダーには適さなかった。このため、捜

索用のマルチビーム合成方法として、サブアレーベースの入力相関行列の最大固有値に相当する固有ベ

クトルを用いたブラインドビーム形成方法を提案し、数値計算によりその性能を考察した。その結果、

受信アンテナ利得をサブアレー数に比例して増加させつつ、捜索モードでの捜索効率を飛躍的に改善で

きることを明らかにした。また、捕捉・追尾モード用のビーム形成方法として、ノルム制約付対角荷重

Capon法を提案し、グレーティングローブの抑圧とビーム幅減少の防止を両立できることを示した。

近い将来、レーダーを始めとするセンサー技術は、多様なニーズに応えるため、センサーの空間的な

分散とコヒーレントな合成からなるネットワークセンサーへ進化していくものと予想される。本研究で

はこのような将来のレーダーの基盤技術であるマルチビームレーダーについて、その基本的な性能と設

計方法を明らかにするとともにマルチビームレーダーの新しい応用例を示した。これにより本研究が今

後のレーダー及び関連分野の研究の発展に貢献するものと期待される。
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図１．バイスタティックレーダのマルチ
ビーム・パルスチェイス 図２．分散アレーレーダーの概念
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浅　野　勝　則（引原教授）
「高耐圧SiC FET及びダイオードの電力変換回路への適用に関する基礎的研究」
平成18年３月23日授与

電気エネルギーを制御するパワーエレクトロニクス技術は基幹産業において重要性を増してきてお

り、パワーエレクトロニクス装置に用いられるMOSFET、IGBTやGTOなどのSiパワー半導体素子は

さらなる高性能化が要求されている。しかし、Si半導体のもつ物性限界に直面し始めており、その物性

を凌駕する特性を有するSiC半導体が注目され始めている。特に、地球温暖化問題がクローズアップさ

れるようになり、その主因とされるCO2の排出を削減するため、半導体素子の低損失化が大きな課題に

なっている。

そこで、本研究ではSiCパワー半導体素子の電力変換装置への適用性を評価するという観点から、高

耐圧SiC pinダイオードおよびSiC FETの開発と、回路設計のためのSiC pinダイオードの回路モデルの

構築に取り組んだ。SiC pinダイオードでは、ダイオードのp型アノード層にはエピタキシャル膜、ター

ミネーションには、浅いメサ状の底面にp型領域をイオン注入により形成した新構造のメサJTEを採用

した（図１）。メサJTEはメサコーナー部を覆うように形成することにより、ターミネーション領域の

電界を緩和し、SiCとしては初めて5kV以上の耐圧と低オン電圧を実現した。また、SiC FETでは、埋

込ゲート領域を設けたSEMOSFETとSEJFETを考案した（図２、図３）。SEMOSFETでは、埋込ゲー

トにビルトイン電圧以下の電圧を印加することにより、埋込ゲート周辺の空乏層を狭め、チャネルを広

げ、蓄積層ばかりでなく、チャネル領域のより深いバルク中も導電率を高くすることができた。そのた

め、MOSチャネル移動度が小さくても、オン抵抗を大幅に低減することができた。SEJFETでは、横

型チャネルおよび縦型チャネルの２つのチャネルを有した構造とし、p型埋込領域と最上面に形成した

p型領域とによって挟まれた横型チャネル領域に形成される空乏層をゲートで制御する構成により、高

耐圧および低オン抵抗を目指した。試作した結果、Si FETの物性限界の1/230のオン抵抗とでき、SiC

FETの高耐圧低損失性を実証できた。また、SiC pinダイオードの回路モデルでは、それをシンプルな

回路要素により構成し、解析する回路の構成要素や定数が異なっても適用可能とした。解析波形が実測

波形と一致することを実証し、回路モデル作製方法が妥当であることを示した。

このように、SiC半導体を用いたpinダイオード、MOSFETおよびJFETの高耐圧性、Siパワーデバ

イスに比べた大幅な低損失性を実証するとともに、SiCダイオードの回路モデルを構築し、SiCパワーデ

バイスの電力変換回路への適用に大きく近づけることができた。
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大　屋　正　義（塩津教授）
「Stability of superconducting magnets cooled by superfluid helium」
（超流動ヘリウム冷却超電導マグネットの安定性）
平成18年３月23日授与

本学位論文は、核融合炉や、加速器、超伝導エネルギー貯蔵装置などに用いられる大型超伝導マグネ

ットの小型化・高電流密度化のために期待されている超流動冷却超伝導マグネットの設計に特に重要と

考えられる機械的擾乱に対する安定性に関する研究結果をまとめたものであり、得られた主な成果は次

のとおりである。

（１）直径0.5mmのNbTi/Cu複合超電導細線を捲いた単層試験コイルで安定性試験を行い、熱擾乱を模

擬したヒータ入熱によって発生した常電導部の回復・伝播特性を明らかにするとともに、超流動冷却の

有効性を定量的に示した。また、超流動冷却時には試験コイルの最大回復電流が導体表面状態に大きく

依存することを明らかにした。

（２）熱バランス方程式、分流モデル及び超流動ヘリウム熱伝達データベースに基づく１次元計算コー

ドを開発し、発生した常電導部の回復伝播特性が上述の実験結果と良く一致することを示し、高磁場・

高電流密度領域における安定性は従来基準として考えられていた液体ヘリウムの臨界熱流束よりも導体

表面状態に依存するKapitza抵抗によって支配されること、より高い安定性を得るためには導体表面の

Kapitza抵抗を十分に考慮した導体設計を行うことが重要であることを明らかにした。

（３）核融合科学研究所の核融合実験装置（LHD）に用いられているアルミ安定化大型導体の安定性及

びこの導体特有の電磁現象について研究を行っている。まず、超流動ヘリウム中で数十kA級の大型導

体の安定性試験を可能にする変圧器型電流供給法を開発している。この方法は、今後、種々の大型導体

を用いて安定性試験を行う際に非常に有用なものである。各冷却モードにおける安定限界電流を比較し

た結果、例えば5.5Tにおいて、飽和He I（4.2K）から過冷却He I（2,2K）に移行することで15％、4.2K

から加圧He II（2.0K）に移行することで50%程度上昇し、過冷却常流動及び超流動冷却の有効性を定

量的に明らかにした。

（４）LHD導体表面に施されている黒化処理を除去した試験コイルについて試験を行い、加圧He II冷却

の場合、安定限界電流が黒化処理導体より50%も上昇する等、導体表面状態が過渡安定性に及ぼす影響

を明らかにした。

（５）電磁現象と超流動ヘリウムの熱伝達データベースを用いて二次元過渡安定性解析コードを開発し

て解析を行った結果、発生した常電導部が導体長手方向に対して非対称に伝播する現象を初めてシミュ

レートし、LHD導体の過渡安定性を記述することに成功している。

以上まとめると、本学位論文は超流動ヘリウム冷却超伝導マグネットの設計に重要な熱擾乱に対する冷

却安定性について、NbTi/Cu複合超伝導細線と、臨界電流数十kA級のアルミ安定化LHD導体を用いた

安定性試験を行い、NbTi導体を高磁場・高電流密度領域において使用する場合に共通の問題や大型導

体に特有の過渡安定性に関する問題点を明らかにすると共に、数値解析によってその原因を検討し明ら

かにしたものである。
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金　子　昌　司（近藤教授）
「ヘリオトロンJにおける高速イオンの挙動に関する研究」
平成18年３月23日授与

21世紀のエネルギー源の一つの選択肢である核融合研究は国際熱核融合炉の建設に向かって新たな進

展を示している。核融合につながる高温プラズマの閉じ込め研究では高速のイオンを如何に効率よく閉

じ込めておくかが大きな課題であり様々な閉じ込め磁場構造が検討されている。この論文では、京都大

学で長年培われてきたヘリオトロン型の閉じ込め磁場中で磁場に平行な速度成分を持った高速イオンを

中性粒子ビーム入射で、また垂直な速度成分を持った高速イオンをイオンサイクロトロン周波数領域の

高周波加熱で生成し、その挙動を解析したものである。

ヘリオトロンJ装置では、トロイダル方向に磁場強度が変化しているがその変化の大きさ（バンピネ

ス）を変えることにより閉じ込めの様子が変化することが確かめられる。

イオンのエネルギースペクトルは、高速イオンがプラズマ中の中性水素原子と荷電交換した高速中性粒

子をエネルギー分析器によって用いて測定した。また実験結果はフォッカープランク方程式による数値

解析を行った。

図１は、バンピネスを変えたときの中性粒子ビーム入射プラズマにおけるイオンのエネルギースペク

トルを示している。

このスペクトルの解析からバンピネスの大きい磁場配位において高速イオンの閉じ込めがよいことが

示された。同様な結果が高周波加熱においても得られ、磁場方向に平行、垂直な速度成分を持つ高速イ

オンがともに良好に閉じ込められることが明らかになった。電子サイクロトロン周波数（70GHz）の大

出力ジャイラトロンによって生成された高電子温度、低密度プラズマでは図２に示すようにイオン温度

の上昇が認められた。衝突によるエネルギー緩和を考えるとこ

の密度領域では、電子、イオン間の衝突が少ないので通常はイ

オン温度の上昇が期待できない。この場合は低密度領域では電

子の速度分布がマックスウェル分布から外れて高速度成分が生

成されそれによりプラズマ中に新たな波が励起されその波を介

して電子からイオンへエネルギーが伝達されたと考えられるこ

とを示した。

図１．中性粒子ビーム入射プラズマにおけるイオンのエネルギースペクトル

図２．イオン温度の電子密度依存性
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社　家　一　平（佐藤教授）
「光時分割多重信号の一括分離技術および非同期サンプリングを用いた光信号品質監視
技術に関する研究」
平成18年３月23日授与

本研究は、光通信分野における将来技術に関するものであり、次世代光ネットワークを実現するため
の技術の一つである、光時分割多重技術および光信号品質監視技術の確立を目的としたものである。
本研究の前半では、光時分割多重（Optical Time Division Multiplexing: OTDM）技術について検討

している。OTDM技術は、波長分割多重（Wavelength Division Multiplexing: WDM）技術と同様、光
通信ネットワークにおいて多量のデータ信号が集中するコアネットワーク部分における大容量化の一手
法である。N系列（Nは２以上の整数）の光信号を時間軸上に多重し、ビットレートN倍のOTDM信号
に変換することで大容量化を実現する。本研究ではその要素技術として、OTDM信号の一括分離回路
の実現について述べている。従来はOTDM信号からの１系列のみの分離回路をN個並列に動作させる
方法が用いられており、部品点数の増加や制御の複雑さが問題であった。本研究では、半導体光増幅器
（Semiconductor Optical Amplifier: SOA）における非線形光学効果を用いた光分離技術とプレーナ型光
導波路（Planar Lightwave Circuit: PLC）技術を利用し、複数のSOAをPLC上にハイブリッド集積し
た一括分離回路を作製した。SOA中の非線形光学効果として四光波混合（Four Wave Mixing: FWM）
を用いており、160GbpsのOTDM信号から20Gbpsx8チャネルへの一括分離の伝送実験を行い、すべて
の分離信号において良好な特性を得ることに成功した。これにより、別に検討をすすめている多重回路
と合わせて、OTDM技術における多重分離の基本機能の実現が可能となる。
本研究の後半では、OTDM等の光伝送技術において問題となる光信号品質監視技術について検討し

ている。光伝送では、光信号ビットレート、変調フォーマット（強度変調、位相変調等）、データフォ
ーマット（同期デジタルハイアラーキ、Ethernet、等）に依存しない点（トランスペアレント性）が大
きな特徴の一つある。しかし一般には、各データフォーマットで規定される監視用ビットをモニタする
方法等が用いられており、その場合はトランスペアレントな伝送が困難である。本研究ではその点に着
目した新しい光信号品質監視技術としてQ値モニタ法の確立を目標とした。ここでQ値とは、光通信シ
ステムで用いられる信号品質パラメータであり、信号のビット誤り率（BER）に１対１で対応したもの
として定義される。そのQ値は、従来、同期サンプリングより得られる信号のアイダイヤグラムから求
めることができるが、信号とサンプリングクロックの同期に必要なクロック抽出回路がトランスペアレ
ント性を妨げる要因となる。そこで、クロック抽出回路を用いることなく信号劣化を検出する評価方法
として、非同期サンプリングを用いたQ値モニタ法を考案した。Q値に相当する信号品質パラメータで
ある平均化Q値を新しく定義し品質評価を行う方法、および、非同期サンプリングの工夫によりクロッ
ク抽出を用いずに信号アイダイヤグラムを測定し、Q値そのものを正確に求める方法、について基礎特
性を検討した。そして光信号品質監視回路を作製して、良好な品質監視特性を得ることに成功した。こ
れらの検討より、将来の全光ネットワークの領域拡大に向けた監視法の確立が期待できる。
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図１．OTDM一括分離回路 図２．平均化Q値評価法
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岸　根　桂　路（小野寺教授）
「光通信システム用クロックデータ再生回路の高性能化に関する研究」
平成18年３月23日

SDH/OTN/SONETからGbE/10GbE/FC/10GFCまで光通信システムの発展に伴い、伝送装置・スイ
ッチの高速・大容量化、高機能化が強く要求されている。特に、装置内受信回路（図１）は光ファイバ
伝送において信号品質の劣化したディジタル信号から符号再生を行う。すなわちクロック信号を抽出し、
データ信号を識別・再生する3R（Regenarate, Reshape, Retiming）機能を実現する。その際の受信回
路特性が伝送特性を決定づける。光受信回路において、この機能を実現する回路がクロックデータ再生
（CDR:Clock and Data Recovery）回路であり、モノリシック化したCDR-ICの特性が伝送品質を左右す
る。このようなことから、これまでに学術的・工学的観点からCDR-ICに関するさまざまな研究・開発
が行われている。本研究は、光受信回路で用いられるPLL技術をベースとするCDR-ICの高性能化とし
て低ジッタ・高速CDR-IC設計法・回路構成法を確立することを目的として行われた研究であり、得ら
れた成果は以下のとおりである。
１．国際標準であるITU-Tジッタ規格に準拠するCDR-ICを実現するためのPLLループパラメータ最適
化手法の検討を行った。提案手法により、各種ジッタ特性と引き込み範囲が包括的に設計可能となる。
ICの試作評価により、各種ジッタ特性をそれぞれ個別に調整していた従来手法に対し、各種特性が統一
的に設計可能となることを示した。
２．CDR-ICの安定動作を実現するために、入力信号ジッタの抑圧指標であるジッタトランスファ特性
のカットオフ周波数低減と、安定動作の指標である引き込み範囲/同期維持範囲の拡大という両課題が
ある。これに対し、トレードオフ関係を緩和する多重ループ型回路構成法を提案した。提案構成ICの試
作評価により両課題が実現可能であることを実験的に確認し、従来のCDR-ICに対し、より安定動作が
可能であることを示した。
３．CDR-ICの高速化設計手法の検討として、位相面解析に基づき高速安定動作の指標となる引き込み
範囲/同期維持範囲を算出するモデルとループパラメータ依存特性を考慮した引き込み時間設計式を提
案した。識別回路の位相マージン特性を新たに考慮した引き込み範囲設計式により、従来の設計式に対
し、短時間でより正確に引き込み範囲を求めることが可能となった。また、引き込み時間設計式により、
適用可能なループパラメータの範囲に制限があった従来の設計式に対し、適用可能なパラメータの値に
制限がなく、さまざまな用途のCDR回路の設計式として応用可能であることを明らかにしている。さ
らに、高速CDR-IC回路構成法の検討を行った。従来の1/2の速度のVCOクロック信号で動作可能なハ
ーフレートCDR-ICの検討を行っている。提案回路は線形位相検知回路により位相検知動作を実現し、
高速動作可能でジッタ特性に優れている。10Gb/s級CDR-ICを試作評価し（図２）、従来のフルレート
CDR-ICよりも、より低ジッタで高速動作が実現できることを実験的に確認した。また提案した引き込
み範囲設計式、引き込み時間設計式の有効性を実験的に確認している。
以上、本研究において、CDR-ICの高性能化実現に伴う諸問題に対して、回路設計、回路構成の観点

からいくつかの解決方法を提案するとともに、ICの試作評価を行い、それらの有効性を示した。
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回路 
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図１．光通信システム受信回路 図２．10Gb/s級　CDR-IC
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湯　山　洋　一（小野寺教授）
「プロセッサアレイによるシステムLSIアーキテクチャとその設計技術の検討」
平成18年３月23日

近年のシステムLSIの複雑化と、開発期

間の短縮化に伴い、プロセッサを主体とし

たシステムLSIは高機能なものを短期間で

実現する有効な方式として注目されてい

る。そこで、本論文は、マルチプロセッサ

型システムLSIを実現するために必須と言

える、システム全体のモデル化、搭載する

プロセッサの設計、プロセッサ間のネット

ワーク技術のそれぞれについて、その設計

やモデル化のための一手法を提案してい

る。

（１）組み込みシステムのモデル化手法として、システムレベル設計言語を用いブロック間通信を抽

象化しシステムをモデル化する手法について提案を行なった。提案手法では、「モジュール内の動作記

述」と「モジュール間の通信記述」を分離してモデル化し、通信部分を関数として呼び出すことで各モ

ジュール設計の容化や再利用性の向上を実現する。MPEG符号化システムのモデル化により、提案手法

を実験的に評価した。その結果は約１人月でモデル化が可能であり、コード再利用性も90%と非常に高

い結果を得ることができた。

（２）プロセッサ型システムLSIの基本構成要素となる省面積、低消費電力化を実現できるプロセッ

サとして、カスタム化が可能な小規模なプロセッサ、複数プロセッサで資源共有可能なプロセッサを提

案した。カスタム化可能プロセッサでは、割り振られる機能に最適化したプロセッサを得る事ができる。

資源共有型プロセッサでは、各プロセッサ間での資源を共有することで演算ユニットを効率的に利用す

ることができる。カスタム化が可能なプロセッサにおいては0.2mm2から0.57mm2と用途に応じて様々な

サイズのプロセッサが得られることを実証した。資源共有可能なプロセッサにおいては非共有型に対し、

消費エネルギーを30～40%削減できることを確かめた。

（３）プロセッサ型システムLSIにおいては、各プロセッサ間は高速かつ高信頼性のネットワークで

接続されている必要がある。高速で信頼性の高い通信の実現のための一手法として、交互自己シールド

方式を提案した。この方式では符号化により致命的遷移（隣接する配線間で反対方向に遷移すること）

を抑制することで、容量性クロストークノイズによる確定的ノイズを削減することができる。従来手法

に比べ符号化による配線数増加や符号化用回路面積増加などがほとんどなく実用性が高い。回路シミュ

レーションにより、本方式を用いた場合、他の方式に比べて10%から75%程度の性能向上を見込めるこ

とを確かめた。

以上、本論文では、マルチプロセッサ型システムLSIを実現するための重要な要素技術である「シス

テム全体のモデル化」、「搭載するプロセッサの設計」、「プロセッサ間のネットワーク技術」におけるい

くつかの解決方法を提案するとともに、計算機上での実験により有効性を示すことができた。
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一　井　　　崇（松重教授）
「周波数変調方式ダイナミックフォース顕微鏡を用いた有機超薄膜の分子スケール構
造・物性評価に関する研究」
平成18年３月23日授与

有機分子を電子素子の材料として用いる有機エレクトロニクスが近年さまざまな研究グループによっ

て研究されている。有機エレクトロニクスにおいては、従来のSi、GaAsなどに代表される無機エレク

トロニクスと異なり、構成元素間の多様な結合様式から無限に近い材料体系を有することから、無機デ

バイスには無い優れた特性を有する可能性を秘めている。個々の分子に孤立性がある有機分子を素材と

するデバイスにおいては、その特性は分子固有の性質と分子間相互作用によって生じる性質とが重畳し

ていると考えられる。したがって、分子の配向性や電極との間に形成される界面の電子状態の影響を強

く受ける。こうした有機デバイスの性能向上のためには、電極－有機分子界面近傍の局所的な構造・物

性を分子レベルで評価できるツールが必要不可欠である。

本学位論文は上記の背景の下、走査型プローブ顕微鏡の一種である周波数変調方式ダイナミックフォ

ース顕微鏡（FM-DFM）を用い、電極基板上の有機超薄膜の単一分子スケールでの評価について行っ

た一連の研究成果を纏めたものである。FM-DFMは①原子・分子分解能を有する、②試料の導電性・

絶縁性を問わない、③さまざまな物性評価への応用が可能、といった優れた特徴を有しており、有機エ

レクトロニクス基礎研究において要求される条件を全て満たしている。その一方で、①有機材料への適

用例が少ない、②物性評価において分子スケールのコントラストが何を意味するのかが未解明などの課

題が存在する。

このような問題を解決するため、本研究ではさまざまな導電性基板－有機超薄膜という系での観測を

行ったが、ここではその一例としてAu（111）基板上における銅フタロシアニン（CuPc）単層膜の

FM-DFM像を示す。CuPcは図1（a）に示すような四つ葉状の平面構造を有しており、分子全体として

の電気双極子を有していない。しかし、金基板上に吸着させたとき、基板との相互作用により基板の表

面電位が上昇することが巨視的な系での研究により明らかになっている。図1（b）および（c）はFM-

DFMにケルビンプローブ原子間力顕微鏡（KFM）という手法を組み合わせて同時に得られた表面形状

像および表面電位像をそれぞれ示すが、いずれにおいても分子スケールのコントラストが明確に観測さ

れており、分子直上の表面電位が分子間のそれよりも高くなっていることから、分子と基板との間に形

成された個々の界面電気双極子を検出していると結論付けた。この結果は従来の巨視的な系での測定結

果と矛盾しない。さらに図1（d）に示すように、高分解能観察によりCuPcの四つ葉構造をFM-DFMを

用いて直接可視化することも可能である。本研究結果で示したように、FM-DFMは有機超薄膜の分子

スケール評価ツールとして極めて有用であり、今後有機エレクトロニクス基礎研究への応用が大きく期

待できる。

(a) (b) (c) (d)

図１．（a）CuPcの分子構造,（b）Au（111）表面上CuPc単層膜のFM-DFM像, 12nm×12nm.（c）図１（b）同時に取
得した表面電位像（明るいコントラストが他界表面電位を示す）. （d）サブ分子分解能FM-DFM像, 6nm×6nm.
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木　村　建次郎（松重教授）
「走査型容量原子間力顕微鏡法の開発と半導体デバイスへの応用」
平成18年３月23日授与

半導体デバイスの微細化において、MOSFET（Metal-Oxide-Semiconductor Field Effect Transistor）

のチャネル長を縮小化すると、チャネル領域の電荷量がゲート電圧だけでなく、ソース及びドレイン領

域の空乏層電荷や電位分布の影響を強くうけるようになる。その結果、ゲート電圧により制御可能な電

荷量の割合が減少し、短チャネル効果と呼ばれる不良動作が発生する。この短チャネル効果を防ぐため

に、イオン注入により３次元的なポテンシャル構造をデバイス内部に作り込む。この際、超微細化デバ

イスにおいては、特に注入された不純物原子の分布に対する要求は一層厳しいものになってきている。

ところが、デバイス研究開発又は製造の現場では、デバイスが正常に動作したか否かで設計された不純

物原子配置に近い配置が作られているか否かを判断しており、不純物原子分布に由来しデバイス動作を

決定するキャリア密度分布は未知のままになっているのが現状である。そのため、今後、微細化デバイ

スを、効率良く開発するためには、このキャリア密度分布を高精度に測定する技術が求められていた。

この要求に応えるために、本研究では、デバイス内部のキャリア密度分布を高精度に測定可能な、原

子間力顕微鏡（Atomic Force Microscopy: AFM）を応用した手法である走査型容量原子間力顕微鏡法

（Scanning Capacitance Force Microscopy: SCFM）を新たに開発し、実用化させた。その基本原理は、

AFM探針と半導体試料間で構成させるMOS構造における容量を探針が受ける静電気力として計測する

ものである。MOS容量は、キャリア密度変化に対して単調に変化するため、MOS容量を測定すること

で、キャリア密度分布を得ることが可能となる。本研究で提案したMOS容量を静電気力として検出する

方法は、従来の電気的に検出する方法に比べて大きな優位性を持っている。電気的に容量を検出する場

合には、容量センサーと呼ばれる高周波LC共振回路を用いるが、容量検出性能を決定するその共振Q値

は寄生抵抗等の影響で、通常数十程度である。それに対し、本研究で提案した手法の場合、AFM探針

の機械共振特性を利用するため、真空環境下では、その共振Q値は数万に上り、高感度にMOS容量を測

定することが可能となる。実際の測定では、AFM探針と半導体試料間に交流電圧を印加し、AFM探針

に誘起される静電気力に含まれる３倍波成分を検出する。３倍波成分F3ωは以下の式で表される。

CはMOS容量、zは探針-試料間距離、Vは探針-試料間電圧, Vacは交流電圧の振幅である。２倍波成分
は、探針─試料間容量に比例するため、測定系の浮遊容量の影響を多大に受け、高精度な測定が困難で

あるが、３倍波成分は、空乏層形成に由来した半導体試料固有の成分であるため、探針直下の情報を高

感度に測定することが可能となる。この原理に基づき本研究では、下図（a）に示すSi-MOSFET内部の

２次元キャリア密度分布の測定に成功した（下図（b））。ソース領域及びチャネル領域におけるキャリ

ア密度に対応したコントラストが得られている。本研究における成果は、今後のデバイス開発を促進さ

せ、半導体産業を大きく前進させるものであると期待される。

（a）SCFM測定を行ったSi-MOSFETの構成図 （b）SCFM測定による２次元キャリア密度分布
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植　松　明　久（深尾教授）
「An Observational Study of Fog Structure and Dynamics with a Millimeter-Wave
Scanning Doppler Radar」
（走査型ミリ波ドップラーレーダーによる霧の構造と力学に関する観測的研究）
平成18年３月23日授与

霧は視程を悪化させ交通等に支障を生じるなど社会的影響が大きいことから、その発生・発達メカニ

ズムの解明が期待されている。最近の観測やシミュレーションの研究で、霧が一様ではなく不均一に分

布していることや、背景の風速場や風速シア（風速の高度勾配）といった力学場が霧へ及ぼす影響が指

摘されている。しかし、これまで霧の３次元構造の観測がほとんど行われていなかったことから、実際

に霧がどのような空間構造を持ち、どのような力学場によってその構造が決定されているかは十分に理

解されていなかった。その最大の理由は、一般的に利用されている降雨観測用のマイクロ波帯気象レー

ダーが、より粒径の小さな雲霧粒子に対して感度の制約から観測困難であったからである。

本論文では、霧について十分な感度を有するミリ波帯を用い、３次元走査可能でかつ背景風を同時観

測可能な35GHz帯ドップラーレーダー（図１）を利用して北海道釧路地方において霧観測を実施し、霧

の３次元構造と風速・風速シアとの比較解析により得られた成果を述べた。主な成果は以下の通りであ

る。

１．1km程度の水平スケールのセル状構造（図２）を持つ霧の３次元構造やその時間変化を初めて捉

えることに成功した。背景風と比較することにより、風速シアによって霧のセル状構造の傾きが変化す

ること、及びエコーパターンの動きが霧上層部の風速と一致することを示した。

２．強い風速シアによって発生するケルビン・ヘルムホルツ不安定の影響を受けた360m程度の水平

スケールを持つ霧のロール状構造を初めて観測することに成功した。

３．大気重力波の影響を受けた1.5km程度の水平スケールを持つ霧のバンド状構造について、その水

平構造や時間変化を初めて観測することに成功した。さらに、ケルビン・ヘルムホルツ不安定と大気重

力波という２つの力学的要因が複合して作用し、異なる２つの水平スケールを持つ霧の構造が生成され

ていることを示した。

このように、背景の力学場が霧の３次元構造に及ぼす影響が観測によって初めて明らかになった。本

成果は今後の霧や大気境界層のモデル化や、霧のメカニズムの更なる解明に寄与することが期待されて

いる。

図１．35GHz帯走査型ミリ波ドップラー気象レ
ーダー

図２．ミリ波レーダーで観測されたセル状構造を持
つ霧の（上）断面構造、及び（下）風速分布
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室　岡　孝　宏（中村行宏教授）
「機能可変な高速ネットワークノード構成方式の研究」
平成18年３月23日授与

ネットワークで結ばれた送信装置と受信装置間で、送信装置から発せられた情報をそのまま受信装置

に渡すのが今日のネットワークの機能である。このネットワークでは情報の加工は発生しない。しかし、

超高精細映像等の広帯域情報を多地点に配信するアプリケーションや、無数の小型端末からデータを収

集し統計データを生成するアプリケーション等が、今後普及すると考えられる。これらのアプリケーシ

ョンを、効率的にネットワークを介して実現するには、今日のネットワークの枠を超えて、図１に示す

様なアプリケーション機能の一部をネットワーク内に取り込んだ新たなネットワークが必要になる。こ

の、新たなネットワークはアクティブネットワークと呼ばれている。

アクティブネットワーク内でアプリケーション機能を実現するのは、今日のコンピュータネットワー

クに見られるルータ等に相当するネットワークノードであり、ここではProcessing-node（PN）と呼ぶ。

PNは基本的にはコンピュータを用いても実現可能であるが、今日でも数十Gbpsに達するネットワーク

回線帯域を満たすことは困難である。そこで、既存のコンピュータとは異なる手法でのPN実現が必要

になる。

ここでは、ネットワーク内で流通するパケット内情報の粒度に着目した。パケット内の情報は、あて

先や送出元のアドレス等の決まった要素のものと、様式が一意に定められないユーザデータで構成され

る。図２に示す様に、パケット自体や、様式が固定されている部分に対しては、それに合わせた粗粒度

の機能要素（Coarse-grain function）を組み合せることで、多様な処理を実現することができる。一方、

粒度、様式が一意でないユーザデータ（Payload data）については、細粒度の処理（Fine-grain

function）を行うコンピュータでの処理が適している。粗粒度機能の部分は、専用設計した回路を使用

することで高速処理が実現でき、ネットワーク回線の帯域を満たすことが可能になる。

本論文では、機能の可変性と高速性を両立するために、上記の粗粒度のパケット処理の機能要素を専

用回路として自由に組み合わせることで目的の機能を実現するPNの構成手法を提案すると共に、提案

手法に基づいて試作した１Gbpsのネットワーク回線を複数接続可能な装置を紹介する。さらに、装置

実現に必須な部品として開発した通信処理向けのField Programmable Gate Array（FPGA）について

もその詳細を議論する。
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図１．アプリケーションに対応した情報処理が可
能なノード装置で実現されるサービス例

図２．多様なパケット処理を実現する要素機能の分類
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田　中　良　典（野田教授）
「２次元フォトニック結晶への３次元構造の導入と光制御」
平成18年３月23日授与

フォトニック結晶は光を微小領域で自在に制御可能な光ナノ構造として近年大きな注目を集めてい

る。そのうち、２次元フォトニック結晶は、スラブ構造の採用により、媒質内波長の３乗程度の非常に

小さいモード体積ながら106以上のQ値をもつ微小共振器を実現できるなど、近年著しい進展を遂げて

いる。一般に２次元フォトニック結晶の設計には、２次元面内のパラメータに着目した検討が行われて

いるが、本論文では、新たな自由度として３次元構造を導入するという手法の提案を行うとともに、実

際に、３次元構造の導入により、点欠陥光ナノ共振器からの放射パターン制御や極微小偏波変換機能な

どの光制御が実現可能なことを理論と実験の両面から実証しており、３次元構造導入の有用性を明らか

にした。本研究で得られた主な成果は、以下のとおりである。

１．まず、２次元フォトニック結晶中の点欠陥光ナノ共振器への３次元構造の導入に関して検討を行っ

た。共振器からの放射パターンに着目して理論解析を行い、例えば図１に示すような適切な３次元構造

の導入により放射パターンの制御が実現可能であることを示した。さらに、集束イオンビームを利用し

た３次元構造の導入プロセスに関して検討を行い、加工に利用するガリウムイオンが与える影響および

ガリウムイオンの除去法を示した。さらにこの手法を利用して作製した試料の放射パターン特性が理論

解析結果とよく一致することを示した。

２．続いて、２次元フォトニック結晶中の線欠陥導波路への３次元構造の導入に関して検討を行った。

ここでは、まず、図２に示すように導波路に隣接する空気ロッドを斜柱とすることにより、超小型偏波

変換器が実現可能なことを、理論解析により実証した。次に集束イオンビームを利用し、図２に示すよ

うな偏波変換器の作製を行い、実験的にも偏波変換機能が実現可能なことを示すことに成功した。本偏

波変換器の長さは3-4µmと非常に小さく、偏波ダイバーシティ機能の実現への重要な一歩を与えるもの
である。

３．2次元フォトニック結晶に３次元構造を導入した場合の影響についても検討を行っている。特に、

上下非対称性が発現することに着目し、TE-likeモードとTM-likeモードの直交性が崩れ、光ナノ共振器

のQ値の低下などの損失が生じることを指摘している。また、この影響を防ぐための手段として、TE-

likeモードとTM-likeモードの双方にバンドギャップを持つ構造利用の提案を行った。

図１．3次元構造を導入した２次元フォト
ニック結晶共振器の電子顕微鏡像

図２．2次元フォトニック結晶超小型偏波変換
器の電子顕微鏡像
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森　山　　　匠（藤田教授）
「有機金属気相成長した酸化亜鉛薄膜の成長特性と基板依存性に関する研究」
平成18年５月23日授与

酸化亜鉛半導体薄膜は、（i）紫外光領域に対応する広い禁制帯幅（室温において3.37eV）を持つ、（ii）

多様な光・電子・磁気機能を示す、（iii）酸化物であることから安定で毒性がない、（iv）可視光に対し

て透明である、といったことから、紫外発光・受光デバイス、ヘテロ接合トランジスタ、ガス・化学セ

ンサ、透明導電膜等、さまざまなデバイス応用が期待されている。この材料は六方晶の結晶構造を持ち、

c軸方向（六角柱の高さ方向）への成長速度が速いため、六角柱が密集したような結晶の構造をとる。

これまでの研究は、成長のし易さからA面またはC面サファイア基板を用いた成長が行われてきた。と

ころがこの場合、図（a）に示すように、電流を横方向に流すデバイス（導電膜やトランジスタ）では

結晶粒界のために電流が流れにくく、電流を縦方向に流すデバイス（発光ダイオード等）では基板が絶

縁性のために導電性がとれない、という応用上の問題がある。そこで本研究は、前者に対しては図（b）

のように六角柱が横方向を向くような結晶構造を取り、後者に対しては図（c）のように導電性基板上

に酸化亜鉛を垂直配向させる構造を実現することを目指し、結晶成長の特性とその基板依存性に関して

研究を行い、結晶性の優れた酸化亜鉛薄膜を得るための技術開発を目指して行った。あわせて、最近に

なって開発が進んできた酸化亜鉛基板を用いたホモエピタキシャル成長についても検討した。

結晶成長には、将来の産業応用につながる観点から、生産性の点で利点の大きい有機金属気相成長を

用いた。まず図（b）のように、酸化亜鉛のc軸を基板に平行に配向させるため、M面およびR面サファ

イア基板を用いてこれを実現するための成長条件を調べた。基板と酸化亜鉛との結晶配向の関係を明ら

かにし、それが特定方向への格子整合に起因する、成長条件と結晶成長の優先方向とに関連がある、と

いった知見を得て、R面基板上において表面粗さ1nm以下で欠陥の少ない酸化亜鉛薄膜を得た。

次に、図（c）のように、導電性基板上で酸化亜鉛のc軸が基板と垂直配向して縦方向の導電性を持つ

構造を検討した。基板には応用上の利点の大きいシリコンを用いたが、その表面の酸化が結晶成長を妨

げる。そこで、核生成、結晶性回復の役割を持つバッファ層の上にメイン層を成長するという三段階成

長法を提唱し、その効果によって、低欠陥で自由励起子発光が見られる高品質酸化亜鉛薄膜を実現した。

最後に、酸化亜鉛基板の利用が、高品質のエピタキシャル成長と不純物添加に有用なことを示した。

高品質基板上に成長した酸化亜鉛では、酸素欠陥が少なく、自由励起子がLOフォノン等との相互作用

なく直接発光に寄与するようなルミネセンス特性が得られ、今後の酸化亜鉛デバイス開発へ向けて酸化

亜鉛の基板開発と成長実験との一体化が今後求められることを提言した。

以上、酸化亜鉛半導体薄膜の機能を多様な新規デバイスへ応用を図るための基板・結晶構造を提案し、

結晶成長機構を制御して高品位の結晶成長を実証することで、結晶成長技術の進展を達成した。

A, C面サファイア基板（絶縁性） 

グレイン境界の影響 
を受け電気が 
流れにくい 
(導電膜， 
トランジスタ 
など) 

× × 

裏面に電極を付けることができず 
縦方向に電気を流すことができない 
(LEDなど) 

M, R面サファイア基板（絶縁性） 

ZnOのc軸方向を横に向けることに 
よって電気伝導性が改善される 
（横方向デバイスに有利） 

シリコン基板(導電性) 

導電性基板を用いることによって 
縦方向に電気を流すことが可能になる 
（縦方向デバイスに有利） 

（a）広く研究されている （b）本研究の課題 （c）本研究の課題
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西　塚　幸　司（野田教授）
「半極性および無極性面InGaN量子井戸における発光遷移過程の解明」
平成18年５月23日授与

本論文は、著者が電子工学専攻光材料物性工学研究室において行った研究成果を纏めたものであり、

窒化物半導体におけるピエゾ分極による電界を低減するために、通常とは異なる無極性面および半極性

面上へのInGaN系量子井戸構造を作製し、それらの発光機構を明らかにしている。

InGaN系量子井戸において、内部電界が誘起されると、プラスの電荷をもった正孔とマイナスの電荷

をもった電子が空間的に引き離されるため、両者の波動関数の重なりが減少し再結合確率が小さくなる。

したがって、これまで内部電界を抑制出来ると期待される無極性面や半極性面上への結晶成長が試みら

れてきたが、整合する基板がないことや、これらの面上への極性のある物質の成長が難しいことから、

高品質な量子構造を得るには至っていないのが実情であった。また、半極性面では、内部電界の定量的

な見積もりが困難であり、その物性的な解明がなされていないという問題点も残されていた。本研究で

は、これらの課題に対する詳細な検討を行い、以下のように成果を得た。

（１）内部電界の回避のために、C軸配向したGaNに微細加工を施し、垂直面［すなわち あるい

は 無極性面］や傾斜面［すなわち 半極性面］を形成し、この基板上に、

InGaN量子井戸を成長することを提案している。実際に、加工基板上への結晶成長を行い、上記、

無極性面、半極性面上にて、高効率なフォトルミネッセンス（PL）を観測することに成功してい

る。

（２）無極性面、半極性面上の量子構造の発光再結合寿命を定量的に評価し、C面上に形成した量子構

造より、一桁～二桁程度高速な輻射再結合寿命の観察に成功している。さらに、 半極性面で

のピエゾ電界はC面と比較して約1/7に低減していること、励起子の局在中心のサイズが半径約６

～9nmであることを明らかにしている。

（３）近接場光学顕微鏡技術（SNOM）により上記量子構造のPLマッピングを行い、In組成の分布がス

トライプ状ファセットに垂直方向に生じ、これが大きな不均一幅（多波長発光）の要因になって

いること、さらに、光励起キャリアの拡散長が160nm以下とC面上と比較して大幅に低減してい

ることを明らかにすることにも成功している。

以上、本論文は半極性および無極性InGaN系量子井戸の新しい形成方法を提案・実証し、かつ再結合

寿命を微視的観点から解析し、この系の発光デバイスの高効率化に対する有用な情報を提供するもので

ある。
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微細加工基板上への再成長による極性，半極性および無極性面三次元構造の作製プロセス
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川　上　剛　史（鈴木教授）
「電子ドープ型高温超伝導体の固有トンネル特性に関する研究」
平成18年５月23日授与

超伝導素子は高速動作・低消費電力という点で非常に優れた次世代デバイスである。現在、金属超伝

導体を用いた超伝導素子の一部は集積化の段階まで開発が進んでいるが、駆動に液体ヘリウム温度が必

要であり、コストが甚大であるという欠点を有する。一方、高温超伝導体を用いた素子は冷凍機で容易

に到達できる温度での駆動が可能であるが、多元素系酸化物であるがゆえに高品質薄膜の作製が困難で

あり、実用化が遅れている。そこで、エピタキシャル成長により薄膜を作製するのではなく、単結晶を

ダウンサイジングすることにより素子を形成する手法が研究されている。

高温超伝導体は結晶構造が層状であり、超伝導層であるCuO2面が電荷供給層で隔てられた構造を有

していることから、ジョセフソン接合が積層されたものと等価となる。つまり、数原子層の厚みと原子

レベルで平坦・清浄な界面をもつ、人工的には作製困難な接合が結晶構造に内包されており、nmスケ

ールの電子デバイス材料として有望である。この接合は固有ジョセフソン接合（Intrinsic Josephson

Junction: IJJ）と呼ばれ、ホールドープ型高温超伝導体Bi2Sr2CaCu2O8+δ（BSCCO）で盛んに研究がな

されている。BSCCOでは電荷供給層が絶縁的であり、BSCCOのIJJは固有トンネル接合であることが

実証されているが、一方で、BSCCOのIJJでは従来の人工的なジョセフソン接合では説明できないよう

な異常が観察されている。

本論文で扱う電子ドープ型高温超伝導体Sm2-xCexCuO4-δ（SCCO）は、超伝導転移温度Tcこそ最高で約

23Kと低いが、一般的な高温超伝導体とは符合が異なるキャリア（電子）をもち、BSCCOに匹敵するほ

どの高い電気伝導異方性を示す。この高い異方性から、SCCOは結晶構造に固有トンネル接合を内包する

と考えられ、BSCCOの比較対象として興味深い物質である。また、BSCCO以外の系におけるIJJの研究

は、BSCCOにおいて観察される異常を理解し、IJJを応用する上で有益な知見を与えるものと考えられる。

本論文は、SCCO単結晶上に作製した微小メサが内包する固有トンネル接合（およびIJJ）の特性につ

いてまとめたものである。微小メサはCuO2面方向が一辺数µmの正方形もしくは長方形で、CuO2面と
直角方向（層間方向）に数10nmの厚みをもつ微小な単結晶である。この微小メサ作製にはエレクトロ

ニクスの微細加工技術を用いているため、素子集積化のような実用化に向けた展開も可能である。本論

文では、主にSCCO固有トンネル接合の輸送特性に関する実験結果および考察を示した。特筆すべき重

要な結果を以下に列挙する。

①電子ドープ型高温超伝導体で初めて明確なIJJ特性を直接観察した。具体的には、微小メサの面積が

約２×2µm2以下になった場合のみ、電流電圧特性に各接合の超伝導状態から電圧状態へのスイッチ

ングを反映する複数本の電圧分枝が観測されることを明らかにし（図１）、SCCOの結晶構造が

BSCCOの場合と同じく固有トンネル接合を内包することを示した。

②臨界電流密度が理論値に比べて１桁小さい、フラウンホーファー干

渉パターンが明瞭に観測されないといった、BSCCOと同様の異常を

SCCOでも確認した。これにより、電子ドープ型高温超伝導体にお

いても超伝導の不均一性の存在が示唆された。

③トンネル抵抗がCuO2面の状態密度を反映することを用いて、SCCO

における擬ギャップ現象の磁場依存性およびドープ量依存性を明ら

かにし、電子ドープ型高温超伝導体のホールドープ型高温超伝導体

との高い類似性を示した。 図１．SCCOの固有ジョセフ
ソン接合特性
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前　島　圭　剛（藤田教授）
「有機金属気相成長法ZnOの成長形に関する研究」
平成18年７月24日授与

酸化亜鉛（ZnO）半導体は、その多様な機能を生かしたさまざまなデバイスへの応用が期待されてい

る。ZnO半導体の成長にはさまざまな技術が用いられているが、デバイス応用のための実用的な技術と

しては、有機金属気相成長による高品質結晶の育成が不可欠である。しかしながら、現状ではおいて、

有機金属気相成長による成長は困難である。そこで本研究では、各種成長条件のもとにおける結晶成長

の様子を系統的に調べ、各種方位に対する成長速度の理論的検討、気相成長中のその場観察結果をあわ

せ、ZnO半導体の気相成長機構を明確にしてゆくことを目指した。これにより、反応に適切な原料、成

長条件の選択を通じて、ZnO半導体の高品質化やドーピングによる物性制御への貢献を目指した。

ZnO半導体の成長特性として特徴的なのは、c軸方向への成長速度が速く、六角柱状の成長が顕著に

起こることである。このため結晶粒界が膜の特性に大きな影響を与え、平坦膜の成長が困難である。本

研究では、まずc軸方向とその垂直方向に対する成長速度を理論的に求めた。また、ZnOの成長姿態を

系統的に観測した。その結果、成長温度が500℃以下では柱状に成長し、成長温度が800℃以上では、

二次元成長の促進により平坦化が進むこと、また、亜酸化窒素/ジエチル亜鉛供給比が小さい場合には

より柱状に成長する傾向があることが判明し、理論の推察と一致した。

一方、成長中のその場光反射測定の結果、まず基板上に核が形成されてc軸方向への成長が進むが、

成長温度が700℃以下では表面全体を核が覆うことなく柱状成長し、温度が高い場合には柱の高さが不

均一で隣接する柱と合体するという機構が明らかになった。また、700℃を超えると核の横方向成長が

顕著になる。以上の成長姿態は理論的モデルと良い対応が見られた。さらに、成長中のその場赤外吸収

測定を行い、成長反応を調べた。導かれた反応モデルを図に示す。ジエチル亜鉛が、亜酸化窒素の分解

で生じた酸素原子と反応して気相中でZn-O結合が生じ、基板上では高温ではZn（OH）2、低温では

Zn（OH）（OC2H5）が生じること、またこれらの重合体が生じc軸方向の成長を促すことが明らかになっ

た。

以上の知見をもとに、平坦なZnO薄膜を得る成長技術の提言を行った。すなわち、300-350℃で成長

したナノロッドを熱処理により平坦化し、その上へホモエピタキシャル成長的に800℃以上でZnOの成

膜を行うという方法で、これにより実際に高品質な膜が得られることを実証した。この結果、産業応用

上価値の高い有機金属気相成長法によりZnOの機能を活かす応用に大きく寄与することができた。
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欧　陽　　　軍（吉川榮和教授）
「A Methodological Study on Fault Diagnosis and Simulation of Man-Machine
Scenario in Accident for Nuclear Power Plant」
（原子力発電所の故障診断と事故時のマンマシンシナリオシミュレーションの方法論に
関する研究）
平成18年９月25日授与

本研究では、原子力プラントの故障診断と異常事象伝播シナリオのシミュレーションについて、プラ
ントの機能、構造および動的振舞いをグラフィカルな抽象化モデルで表現する新たな方法論を開発し、
その有効性を検証した。
まず、原子力プラントを構成する設備機器の目標と機能の関係、全体と部分の関係を、プラントシス

テムの中の質量、エネルギー、情報の流れに着目して図形表現により抽象化するマルチレベルフローモ
デル（Multilevel Flow Model; MFM）を応用した故障診断アルゴリズムを開発した。ここでは、加圧
水型原子力プラント（Pressurized Water Reactor：PWR）の単一故障時の異常診断について、
MFMによるプラントモデルをもとに異常源から拡大波及する警報の定格値からの偏倚の因果律を用い
て根本原因を高速に逆推論する方法を提案し、21種類のプラント警報信号を用いて殆どの異常の根本原
因を原子炉トリップ以前に正しく同定できることを安全解析コードRELAP5/MOD2による19種類の事
故シミュレーションを基に示した。さらに、この単一故障診断法を、F. Dahlstrandによる方法にグラ
フ理論を組み合わせて多重異常を含めて根本異常原因を統合的に説明する方法へと拡張した。当該方法
をタンク２台、ポンプ１台の簡単なシステムの異常診断に適用し、その機能を確認した後、単一故障の
根本原因推定法では根本原因の分離が困難だったPWR冷却材喪失事故（LOCA）に適用し、根本原因
の分離が困難であった理由は、単一故障の仮定のもとに根本原因として推定された第１候補とそれ以外
の潜在的候補群が異常波及の強固な因果律で結合された同一コンポーネントにあるためであり、当該方
法を用いることによりコンポーネント異常を同定できることを確認した。
次に、支援システムが自動的に同定した根本原因の正当性を運転員が確認することが求められること

を指摘し、自動支援システムの診断結果をプラント緊急事態の運転員に理解しやすく提示する表現法を
ラスムッセンの３つの運転員モードをベースに提案した。次いで、提案したMFMによる異常原因推定
をそのまま人間に提示しても自動診断と同等の診断ができないことを示すため、簡単な被験者実験を行
った。実験では、学生３名を被験者にしてMFMによる異常原因診断を教示した後、インタフェース上
でMFMによる根本原因診断作業を課した。その結果、MFMによる異常診断法を実際に運転員支援に
適用するには、（１）診断はコンピュータ処理の方が確実なこと、（２）その診断結果の正当性を運転員
に確認させるには、MFMによる処理法をそのまま画面提示するのでなく、診断過程全体をその順序に
沿ってブレークダウンし、注目すべきパラメータ間の関係を明確にすること、（３）パラメータ間の整
合関係のチェックが直観的に行える表示法を導入すること、が必要であることが分かった。この結果を
受け、MFMによる定性推論の結果とEIDによる主要なプラントパラメータ間の関係を可視化して表示
し、運転員の直感的理解を向上させるインタフェース設計手法を提案し、PWRの異常診断用インタフ
ェースを試作した。
その後、提案したMFMによる定性推論手法を基礎に、原子力プラントで発生した異常事象の伝播過

程と、運転員による対応操作により異常事象を収束させる過程とを理解しやすいWebベースのアニメ
ーション形式で提示できる事故シナリオ提示手法を提案し、そのプロトタイプを開発した。提案する手
法は、（a）MFMの定性推論によるプラントの異常伝播過程の生成、（b）事故の進展に伴う運転員の異
常対応操作とプラント事故シナリオの変化をPetri-Netモデルにより制御、（c）事故シナリオの変化に
伴うプラント挙動進展をアニメーションとテキストにより表示するグラフィカルインタフェース、の３
つにより構成している。開発したプロトタイプを用いたシミュレーションにより、提案する手法が運転
員の異常診断や対応操作の訓練に適用できるばかりでなく、プラント異常時の運転員操作の心的負荷の
時間的変動を推定する方法へ拡張できることを示し、原子力プラントの事故時運転技術の向上に有用な
手法となりうることを示した。
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劉　　　井　泉（吉川榮和教授）
「Analytical Study on Nuclear Energy Development from Social Policy Aspects」
（原子力開発の社会政策的観点からの分析的研究）
平成18年９月25日授与

本研究では、欧米諸国での原子力発電発展の歴史的過程を分析し、今後の原子力の持続的発展のため

の進化モデルを導出するとともに、原子力開発への社会的合意形成に資する分析・コミュニケーション

ツールを提起した。

まず、主に市場均衡を取扱う古典的経済学では社会の変化に科学技術の発達が大きな影響を与えるこ

とを説明できないことに鑑みて、生物進化を選択・変異・継承の概念で説明する進化論を基盤とする進

化経済学の観点から、世界の原子力開発国における原子力開発の歴史的、文化的経過を考察した。その

結果を受け、スリーマイル島やチェルノブイリ等の原子力事故が欧米各国での原子力開発の方向転換と

その後の経過にどのように影響したかを考察して、欧米各国の原子力産業の進化モデルを提案した。提

案した進化モデルは、（１）安全性、（２）核不拡散、（３）経済的競争力、（４）社会的受容性、（５）

環境親和性の５つを目標に、原子力産業の競争的コンピタンスを再構成することを目的とするものであ

り、このモデルは、スリーマイル島やチェルノブイリ原子力事故の経験を経て、国際協力による原子力
安全技術の高度化およびその技術の継承発展により、原子力産業の再生を進める欧米原子力産業の変化
を、進化経済学での選択・変異・継承による進化発展のアナロジーとしてよく説明できる。さらに、提
案したモデルから、今後原子力開発を推進し、その最終目標を核燃料サイクルシステムの確立に置く我
が国および中国での合理的な原子力開発の社会政策として必要な社会的受容性の向上ないし政策決定の
合理的な合意形成に資するため、新たな分析・コミュニケーションツール導入の必要性を提起した。
一方、原子力発電に関連する問題のうち、特に核燃料サイクルの確立が様々な技術的、社会的要因が

複雑にからみ、かつ長期的視点を要する政策課題であることに注目し、核燃料サイクルシステムに関わ
る様々なステークホルダーが、核燃料サイクルに関わる多角的な諸問題を見通しよく理解し、問題の分
析、意思決定、理解促進と合意形成に資するための分析ツールとして、従来プロセスプラントの故障検
出や異常診断に適用されている、機能モデリング手法であるマルチレベルフローモデル（Multi-level
Flow Model; MFM）の新たな適用方法を提起した。すなわち、核燃料サイクルシステムの各部の機能、
目標、振舞いを理解し、各部の構成要素と全体システムとの関連、核燃料サイクル内の多様な物質・エ
ネルギーの流れ、物質間の変換、長期にわたる資金投資のコストバランス、シナリオ変化の記述に資す
るため、従来のMFMでのグラフィカルな抽象化モデルにおいて、（１）核反応や化学反応の変換過程、

（２）シナリオの切替、（３）金利計算などの取り扱いができるように機能を拡張した新たなモデルと記
述方法を提案した。また提案した手法により、（１）原子力発電所での核分裂性物質と親物質の生成変
換過程の表現法、（２）核燃料サイクル全体での使用済み核燃料の生成、貯蔵、再利用、廃棄処分過程

の表現法、（３）核燃料サイクルの投資フローとその平準化コストの計算法など、核燃料サイクルに関

する幾つかの問題への具体的適用法を示した。またとくに提案したMFM手法を中国が計画中の原子力
拡大政策の分析に適用して、中国が原子力発電容量拡大を達成する上で必要な核燃料製造工程において
必要とする調達目標を達成できないなどの課題を定量的に摘出した。

さらに、核燃料サイクルに関する様々な評価指標を総合して多角的な目標を満足させ最適解を導出す

るための意志決定手法として、様々な外部性を簡潔に評価手法に取り込めるExternicsと呼ばれる手法
の適用を提案した。この意志決定支援手法は、各指標が満足できる範囲および許容できる範囲を指定す
ると、これをもとに構成されるそれぞれの評価値に関する一価の相関関数を組み合わせ、総合的に有利

な方策を評価できるものである。その試行例として、核燃料を再処理する場合としない場合について、

二酸化炭素排出量、燃料コスト、資源利用効率、公衆への被爆量を指標として、経済性、環境要因、健
康への影響要因、資源の有効活用性の４つの観点の重要性を等しくしたときにいずれの場合がより有利

かを計算した。その結果、双方とも受容可能だが、核燃料を再処理するほうが再処理しない場合より有
利なこと、資源の有効活用性を考慮しないと再処理しない方が有利であることが分かった。



2008.3

59

井　上　　　武（高橋教授）
「スケーラブルなネットワーク制御に向けた木構造の適用方法に関する研究」
平成18年９月25日授与

本論文は、近い将来のインターネットを対象とし、木構造の適用による規模の拡大について論じた。
木構造は普遍的なアイデアであり、ネットワークが規模の問題に直面したときに適用され、様々な局面
を打開してきた。しかし、実際の環境において木構造を効果的に適用するためには、環境ごとの難しさ
がある。本研究で得られた主な成果は次のとおりである。

１．マルチキャストにおける木構造に対して、トンネルが与える影響を論じた。コンピュータ実験を行
い、何千もの木構造に対して３つのメトリックを観測した。その結果、マルチキャストアイランドには
臨界サイズが存在し、臨界サイズよりもアイランドが大きければ、トンネル終端ルータにかかる負荷が
急激に小さくなり、無視できる程度になることを発見した。さらに、適正サイズのアイランドによって、
マルチキャスト転送表を保持するルータ数が小さく抑えられることがわかった。この現象を数理モデル
をによって解析した（図１）。

２．マルチキャストの木構造を構成するルータを対象とし、導入の容易なルータについて検討した。マ
ルチキャスト方式にFlexcastを採用し、WWW検索システムやGRID computingで大きな成果を挙げて
いるクラスタシステムを用いてルータを設計した。運用中のルータあるいはスイッチに小規模なPCク
ラスタを接続し、システムとしてルータ機能を実現する。既存設備を有効利用し、開発コストや装置コ
ストを抑えることで、初期投資を抑制することが可能となった。また、クラスタシステムにより、高い
スケーラビリティと可用性を実現した。このルータを実装し、転送能力と障害切替性能の評価実験を行
った。その結果、Giga bit/sレベルの転送能力を実現可能であること、高い可用性を備えることを明ら
かにした。

３．MIP（MobileIP）v6によって構成されたセルラーシステムを対象とし、MN（MobileNode）の位置
管理に木構造を適用する方法について議論を展開した。MNがBinding Update削減とトンネル多重化の
トレードオフを評価し、自律分散的に木構造を構成していく方法を述べた。この方法により、移動傾向
の近いMNがまとめられることとなり、Binding Updateを効果的に削減する。また、MRへの遷移条件
について検討し、MR数を必要最低限に抑えることで木構造構成に伴うRouter Advertisementトラフィ
ックを抑制する方法を提案した。コンピュータシミュレーションを行い、提案方法の効果を検証した。
提案方法はトレードオフのバランスをとり、HA処理コストを大きく軽減することを明らかにした。

４．公共交通機関を対象とし、先の議論を発展させた。位置エリアの登録契機について論じ、消極戦略
が最適であることを証明した。また、登録を効果的に抑制
するために、エリア滞在時間に注目することによって、移
動傾向の近いルータを選択するエリア方法を提案した。端
末が登録をランダムに遅延することで登録の集中を分散す
る方法を提案し、その効果を定式化した。登録を遅延して
いる端末へパケットを転送する方法を提案した。Fast
MIPv6の枠組を利用することにより、Access Routerと
Mobile Routerが転送に必要な情報を取得できることを示
した。提案方法は特定の無線技術を仮定することなく、既
存のMIPv6メッセージとデータ構造をわずかに拡張するだ
けで実現可能である。

今後は、上記知見をベースに、より多くの状況に適用で
きるような一般性の高い議論を展開していきたい。

図１．アイランドサイズとルータ負荷
（実験とモデルの比較）
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西　村　耕　司（佐藤教授）
「Functional Extension of Atmospheric Radar with Digital Receiver Array」
（ディジタル受信機アレイを用いた大気レーダーの機能拡張）
平成16年９月25日授与

大気レーダーは、強力で指向性の高い電波ビームを発射し大気中の屈折率擾乱による散乱波を受信す

ることにより大気の運動を推定するための装置です。これを利用して上空の風速を測定するためには、

ビームを鉛直および鉛直から東西南北に少し傾けた方向に順に送信し、各方向で観測されるエコーのド

ップラーシフトから風速の３成分を推定します。この方法により各高度における風速ベクトルを推定す

ることが可能ですが、異なる位置で散乱されたエコーから推定される風速は空間平均的なものとなりま

す。本研究では高分解能風速場観測を実現するため、主となるレーダー周辺の複数の地点に受信専用ア

ンテナアレイを設置することにより、各散乱点における風速３成分を直接計測可能なマルチスタティッ

クレーダーを中心とする技術研究を行いました（図１）。

レーダーから送信されたパルスは光速で進行するため、受信アレイから見た散乱点も光速で移動する

ことになります。複数のアンテナにより構成される受信アレイでは十分な信号強度を確保するため、こ

の光速で移動する散乱点からの信号を常に同位相で加算することが必要です。また受信される信号には、

所望の大気散乱波に比して卓越する不要な大地反射波が重畳し、観測の妨害となります。このため受信

ビーム（最大感度方向）を散乱点に追随させながら、適応的に不要波方向へヌル（低感度方向）を対応

させる手法により、受信信号を損ねることなく妨害となる信号を除去することを可能としました。

受信アレイ中の各アンテナで観測される散乱波の位相と到来方向の関係は、アンテナの配置により決

定されます。配置方法次第では複数の方向に対して全く同じ位相関係で受信される（グレーティングロ

ーブ）ということも起こりえます。しかし、所望の散乱点方向および不要波到来方向への感度を独立に

制御するためには、受信アレイにおける視野内すべての方向に対して位相情報が縮退せず、可能な限り

相関（サイドローブ）が小さくなる配置とする必要があります。配置の最適化は、アンテナ位置を２次

元平面上に限るとしても、アンテナ数に比例する自由度を持つ大変難しい問題となります。これをビー

ム方向空間におけるサイドローブ２乗平均値の最小化問題として定式化し、アンテナ周りの仮想ポテン

シャル関数を用いて高速に解くアルゴリズムを提案しました（図２）。

本研究では、ここで提案した手法を用いたマルチスタティックレーダーシステムを京都大学赤道大気

レーダー（インドネシア・西スマトラ州）において構築し、2004年９月および2005年12月に対流圏観

測を行いました。これらの観測により世界で初めて赤道域対流圏風速場の局所性を明らかにすることに

成功しました。

図１．マルチスタティックレーダー
（右）の概念図

図２．提案法により得られたアンテナアレイの例
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服　部　俊　洋（小野寺教授）
「組み込み用途プロセッサにおける低消費電力化技術の研究」
平成18年９月25日授与

ディープサブミクロン時代の組み込み用途プロセッサは従来からの高性能化、低コスト化に加え、低

消費電力化が重要な設計課題となっている。LSIの規模の増大と動作周波数の向上に伴い、プロセッサ

の動作時消費電力は増大している。また、ディープサブミクロンプロセスにおいて、トランジスタの動

作電圧の低下に伴い閾値電圧の低下が必要になり、リーク電力も増大している。しかしながら、組み込

み用途プロセッサは電池駆動や低コスト冷却システムのため、より低電力が求められている。

本研究では、種々に定義される消費電力に対して、低消費電力化がより重要との視点で、設計が複雑

になることや面積が増大することよりも低消費電力を優先したときの技術について論じている。

はじめに、トグル回数削減による低消費電力化手法の検討を行なった。CMOS回路で構成される組み

込み用途プロセッサの動作時電力で支配的なのはトランジスタのトグルによる充放電電流である。本研

究では高速プロセッサの基幹となるパイプライン構造において、ポインタパイプライン方式を提案し、

データ転送によるトグルの削減を提案した。ベンチマークによる評価で制御とデータをあわせた総合評

価で25％のトグル削減を確認した。また、キャッシュメモリのアクセスが分岐後のサイクルタイミング

でアクセスしなくてはいけないメモリマクロが変わることに着目して低電力化する手法を提案し、

TAGアレイで47％、DATAアレイで44％のアクセス回数削減を実証した。

次にトランジスタの基板にバイアス電圧を印加してリーク電流を削減する技術について論じた。セル

構造、スイッチセル、レイアウト方式についても提案を行い、3.3Mトランジスタ規模の組み込み用途プ

ロセッサにおいて、オーバヘッド部分も勘案してリーク電流を28分の１に低減できることを示した。

続いて、２種閾値を持つセルセットを活用して、プロセッサの動作周波数を下げずにサブスレショル

ドリーク電流を低減する手法について論じた。パスディレイに余裕のあるところは高閾値セルをタイミ

ングクリティカルな部分には低閾値セルを用いることにより、５％の面積増加と高々４MHzの動作周

波数増大でリーク電流が約半分に低減できることをしめした。本手法は、最新の組み込み用途プロセッ

サの設計手法に適用するように物理合成手法とも親和性のある手法を提案した。

続いて抜本的にリーク電流を削減するために、プロセッサの部分領域の電源を遮断する手法について

論じた。実際のLSI設計で課題となる、電源遮断セル挿入技術、突入電流低減２段階駆動能力電源スイ

ッチ制御回路技術、高速復帰可能内蔵メモリデータ保持部分回

路電源遮断方式について論じた。実際のプロセッサにおいて、

2.8ミリ秒で高速復帰できるモードで96％のリーク電流が削減で

きることを示した。また、大規模LSIでは複数機能が１チップ

に集積されるので、20もの電源領域を有する階層的多電源領域

電源遮断技術について論じた。機能に応じた電源遮断すること

により、動作時のリーク電流を36％に削減できることを示した。

また最後に、消費電力には多くの定義があり、複数の消費電

力を削減することが設計の目標であることを論じ、組み込みシ

ステムとして利用されるときの消費電力を的確に定義して、そ

の消費電力に的を絞った低消費化技術の適用が重要であること

を論じた。
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図１．20電源領域での電源遮断例
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笈　田　武　範（松田教授）
Magnetic Resonance Elastographyを用いた生体組織の弾性計測に関する研究
平成18年９月25日授与

医療分野において、生体組織の硬さは疾患や機能障害のある組織の診断、あるいはその進行状況の把

握に用いられる重要な診断指標の一つである。従来、硬さの情報は触診として臨床的に用いられてきた

が、医師の経験に負うところが大きく主観的で、定量的な診断は困難であるという問題があった。また、

仮想現実技術を用いることにより体内臓器の可触化を実現し、医学生の教育などに用いることが期待さ

れているが、正確な触覚を再現するために必要な各組織の生体内における剛性率や粘性率などの粘弾性

定数には定量的な計測データが少なく、定量的な硬さの計測が次第に重要視されつつある。このような

背景のもと、筆者は磁気共鳴画像法（Magnetic Resonance Imaging：MRI）を用いて組織を傷つけず

に定量的に硬さの指標である粘弾性定数を計測できるMagnetic Resonance Elastography（MRE）法に

注目し、MRE法の臨床応用の一助となるべく研究を行ってきた。

MRE法では、計測対象に一定周波数の振動を与え、振動が計測対象内を伝播する様子を画像化する。

そして、取得したMRE画像から波長および減衰率を計測し、硬い物質内では波が早く伝わり、軟らか

い物質内では波がゆっくり伝わる性質（図１）を利用して粘弾性定数を算出する。本研究では最初に、

広範囲・高精度な粘弾性計測を行うためベッド型加振装置（図２）を提案した。ベッド型加振装置は、

計測対象と加振装置の接触面積を大きくすることにより、粘弾性計測に必要な横波のみの平面波を広範

囲に伝播させることを可能としたシステムであり、シリコンゲルファントムを用いた実験および人体組

織の計測によりこのシステムの有効性を確認した。次に、得られた波の画像から波長・減衰率を推定す

る手法の高精度化・高空間分解能化を目指して、位相の異なる複数の波を撮影した多重位相MRE画像

を用いた粘弾性定数導出法を提案した。シミュレーション実験およびファントム実験の結果、本手法を

用いて剛性率を高精度に計測することは可能であることを確認したが、粘性率についてはノイズの影響

により十分な精度が得られなかった。現在、MRE法では上記の手法を含めて様々な波長・減衰率推定

法が提案されているが、いずれの手法においても波の反射や屈折の影響を考慮しておらず、反射波を含

むMRE画像に適用すると大きな誤差を生ずるという問題がある。この問題を回避するため、一般には、

計測対象を伝播する波が反射や屈折を生じる時刻よりも前に撮影時刻を設定する撮影法を採用してい

る。この撮影法により、反射波の存在しないMRE画像を得ることができるが、振動が定常状態に至る

前の過渡状態を撮影している可能性があるため、高精度な波長・減衰率推定が困難になる可能性がある。

本研究では最後に、このような問題を解決するため振動の定常状態を撮影する手法について検討し、定

常振動を用いる手法が波長・減衰率推定精度の向上に有効であることを確認した。また、定常状態の振

動を撮影する場合に問題となる反射波の影響を抑制するため、窓関数適用後に反射波成分を抑制するフ

ィルタの一つであるspatio-temporal directional filterを適用する手法を提案し、シリコンゲルファント

ムを用いた実験によりその有効性を確認した。

図１．物質内を伝播する波 図２．ベッド型加振装置の模式図
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東　野　　　哲（吉田教授）
「Study on Signal Processing and Coding Techniques for High Density Optical
Information Storage Channels」
（高密度光学情報記憶通信路における信号処理及び符号化技術に関する研究）
平成18年11月24日授与

Blu-ray Disc（BD）などの次世代大容量光ディスクが商品化されているが、高い記録線密度を実現す

るストレージ信号処理技術としてPRML（Partial Response Maximum Likelihood）が導入されている。

本研究においては光記録再生信号の特性を明確にして、さらなる高密度化に必要な信号処理技術全般に

関する研究を行った。特に、将来の超多層光ディスクを念頭に置いた新しい記録変調符号を考案して、

それを用いたデータ検出方式による耐低SNR信号処理システムの提案を行った。

●HEPR-PFMLによる高密度35GB BD-ROMディスクの再生実証

通常の光ディスクの再生信号は、回折限界によって決まる2NA/λのカットオフ空間周波数以上は絶

対に読み出すことができないMTFと呼ばれる高域減衰特性を持っている。これにPRMLを適用した場

合、どうしても等化できない周波数成分が存在する。ビタビ検出器内で過去のパターンから等化誤差を

学習することにより確率演算ジッターを少なくするデータ検出方法と、その等化誤差補正値を適応等化

アルゴリズムにフィードバックする組み合わせにより、因果的な波形等化を行う方式をHybrid

Equalized Partial Response Path-Feedback Maximum Likelihood（HEPR-PFML）システムとして提案

した。現在BDでは単層25GBまで規格化されているが、このシステムにより35GBまで高密度化できる

可能性があることを実証した。

●d制限付きMSN符号を用いたTCPRML方式の提案

光ディスクにおける記録符号として、最短マーク長制限付き符号が用いられる。dとは最短マーク長

から１を引いた値を示す。この制限により符号のスペクトルを低域に変調してMTFを通過させやすく

するという特徴がある。CD, MD, DVDではd=2で、BDからd=1の符号が採用されている。一方、磁気

記録においてMatched Spectral Null（MSN）符号をPRMLに適用することによって、ノイズに対する

検出ゲインを増加させるTrellis Coded Partial Response Maximum Likelihood（TCPRML）方式が提

案されている。しかし、この方式はd=0のものであり、光ディスクには適用することができなかった。

そこで本研究を通じて、世界初のd制限付きMSN符号を構築することに成功した。図１はd=1の符号化

率16/26のMSN符号を作る為のFinite State Transition Diagram（FSTD）を示す。図２はこの符号の

再生信号を検出する為のTCPRML検出器を示す。将来の超多層光ディスクのようにSNRの低い再生信

号のデータ検出方式として提案することができた。
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図１．d=1 16/26 MSN符号のFSTD 図２．PR（1,2,2,1）用時変TCPRML検出器
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呉　　　準　席（橘教授）
「A Study on the Luminous Efficiency Improvement of Plasma Display Panels Based
on Spectroscopic Diagnostics of Microdischarge Plasmas」
（マイクロ放電プラズマの分光計測に基づくプラズマディスプレイパネルの発光効率改
善に関する研究）
平成18年11月24日授与

この博士論文は、プラズマディスプレイパネル（PDP）の発光効率改善を目指して新規のガス組成や

放電セル構造における“マイクロプラズマ”の特性を、各種の分光計測法を用いて評価し、効率向上の

新規の方法を提案した実験研究に関するものです。

現在、テレビを中心とした表示装置は、フラットパネル化が加速度的に進んでいます。その中で、プ

ラズマテレビは中心的な役割を担っていますが、さらなる高画質化・低価格化・低消費電力化を目指し

て改善していく必要があります。そこで、本博士論文では、プラズマテレビ内の発光の主役である“マ

イクロプラズマ”、すなわち数百ミクロンの大きさのプラズマを診断し、プラズマ生成用のガスや電極

構造・電圧印加の方法を制御することで発光効率の改善を目指しました。ここで、そのような小さなプ

ラズマを診断するため、「顕微分光法」を開発・適用し、空間分解能でミクロンオーダー、時間分解能

でナノ秒オーダーでの高分解能測定を行いました。

図１に、顕微分光法のうち、赤外線発光分光法とレーザ吸収分光法による、１画素分のマイクロプラ

ズマの診断像を示します。これらの診断像は発光強度のピーク付近の10ns区間を示し、ガス組成は本論

文で新規に検討したNe・Xe（10%）・Kr（40%）の混合ガスです。まず近赤外線発光（830nm付近）

の分布から、励起ガス粒子からの発光が左側半分を占めるアノード電極と右側半分を占めるカソード電

極の間で発生していることがわかり、プラズマ生成時の放電構造の様子が高空間分解能で示されていま

す。次に、レーザ吸収分光法によりマイクロプラズマ中に生成されているXe及びKrの励起原子の密度

分布を測定しました。ここで、レーザ光をプラズマ中に通過させるとき、光学顕微鏡を介することで、

レーザ光を数ミクロン径にまで絞って高空間分解能を確保しています。これらの像より、Krの準安定励

起原子密度が急激に減少し、逆にXeの共鳴励起原子密度が増加していることがわかりました。これは

Kr－Xe粒子間のエネルギー遷移機構の１つを始めて実証したものです。これに伴い、Xe共鳴励起原子

からの真空紫外線放射量は大幅に増加し、実際のPDPに適用した場合の発光効率の改善が期待できます。

本論文では、他にも、

・Kr-Ne混合ガスの適用を提案し、Kr励起原子密度の測定をもとに効率改善を行った。

・新規の電極構造として、電極間の誘電体層に溝構造を形成し、放電電圧の低下を実現した。

・放電維持用の駆動電圧の周波数について、発光効率への影響を顕微分光法で評価した。

という成果が得られています。これらは、次世代PDPの設計指針に対して、有意な貢献をできるものと

考えられます。

480μm

280μm

(a) (b) (c) (d) 

図１．顕微分光法により測定されたPDP内マイクロプラズマの近赤外発光像（a）と各種励起原子の密
度分布（（b）Xe準安定励起原子（最大値4.8x1013cm-3）、（c）Xe共鳴励起原子（最大値
2.6x1013cm-3）、（d）Kr準安定励起原子（最大値8.0x1011cm-3））。
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濱　本　武　史（小野寺教授）
「ダイナミック型メモリLSIの高集積化回路技術に関する研究」
平成18年11月24日授与

ダイナミック型ランダムアクセスメモリ、いわゆるDRAMは、ワークステーションからパソコンに
至るあらゆるコンピュータのメインメモリ、あるいはデジタル機器のバッファメモリ等、情報化社会を
支えるメモリデバイスとして幅広く用いられてきた。1970年に1Kbitのチップが発表されて以来、３年
で４倍のペースで大容量化が推し進められ、現在ではGbitクラスのチップが開発されている。一方で、
大容量化に伴い大量かつ高速なデータアクセスが課題となっている。近年、ほぼ３年で２倍のペースで
データ転送レートが高速化され、現在はチップ辺り毎秒10Gbitを超えるDRAMが量産されている。本
論文では、このような大容量化・高速化のトレンドを実現するために、高集積DRAMの回路設計技術
に関する様々な課題について検討および提案を行った。ここではこれら課題のうち、次世代の高集積
DRAMを想定した高速・広帯域なデータアクセスに適したアーキテクチャの検討について紹介する。
DRAMチップでは、単位記憶素子が２次元状に配列されたメモリアレイがチップ面積の半分以上を

占有している。メモリアレイの動作周波数はLSI内部の電気的特性、すなわちトランジスタ性能、配線
抵抗、寄生容量等によって規定され、DDR2-800やDDR-400として知られる汎用高集積DRAMでは
200MHzが採用されている。汎用DRAMのメモリアレイは更に４バンク（Bank0～Bank３）に分割さ
れ、任意のバンクに対してアレイ動作周波数でのライト・リードアクセスが可能である。図１に
DRAMのアレイ動作周波数とチップあたりのデータ転送レートの関係を示す。転送レートはアレイ動
作周波数とチップ内部のデータバス幅との掛け算である。例えばDDR2-800ではアレイ動作周波数
200MHzに対し内部バス幅X64でチップ動作を行っており、転送レートは12.8Gbpsに達する。
しかしながら今後とも広帯域化要求は続くと予想される。そして従来のチップアーキテクチャを踏襲

しつつ広帯域化を行った場合の懸念の一つに、チップ面積増大があげられる。内部データバス幅の拡大
はチップサイズ増大に直結し、更に動作周波数高速化も配線ピッチ緩和によるチップサイズ増大を伴う。
そこで本論文では、チップ面積最小化の観点から、広帯域化に適したチップアーキテクチャを検討した。
その結果、図２に示す様に、バンク分割構成を最適化し、ライトとリードのアクセスパスのデータフロ
ーを同一方向に揃えるアーキテクチャを採用することで、チップサイズ増大を抑制しつつ広帯域化が可
能なことを見出した。0.10µm世代のプロセスパラメータを用いて回路・レイアウトパターン検討およ
び性能予測シミュレーションを行った結果、転送レート51.2Gbpsを想定した場合、従来アーキテクチャ
との比較においてチップサイズ削減効果は10%以上であることを確認した。高集積DRAMのチップ内
部転送レートの広帯域化は昨今の緊急課題であり、今後更にその重要性が増すと予想される。同時に、
ビット単価の低減要求はメモリデバイスの宿命であり、チップサイズ縮小化は今後とも必須課題である。
本検討結果はそれらの要求に対して１つの解答を与えるものであると考える。

33   50   6 7  100  133  167  200  250 

25600 

12800 

8000 
6400 

3200 

1333 
400 

16000 

333 

21333 

10666 

333 

従来アーキテクチャ 提案アーキテクチャ 

チ
ッ
プ
あ
た
り
の
デ
ー
タ
転
送
レ
ー
ト
(M
bp
s)

内部 x128 

DDR2-800 x16  

DDR-400 x16  

SDR-200 x16  

内部 x32 

内部 x16 

内部 x64 

Target 
51200Mbps 

アレイ動作周波数 (MHz) 

リードパス ライトパス 

Bank2 
Bank0 

Bank3 Bank1 

データ入出力回路 

従来アーキテクチャ 

提案アーキテクチャ 

Bank0 Bank1 Bank2 Bank3

ライトパス リードパス 

デ
ー
タ
入
出
力
回
路
 

図１．DRAMのアレイ動作周波数とデータ転送レートの関係 図２．チップアーキテクチャの検討
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五十嵐　喜　良（深尾教授）
「MF Radar Studies on the Dynamics of the Mesosphere and Lower Thermosphere」
（MFレーダーによる中間圏・下部熱圏のダイナミックスに関する研究）
平成18年11月24日授与

近年、地球大気の長期的な変動に対する関心が高まっており、中間圏・下部熱圏（MLT領域）の大

気ダイナミックス研究に関してMFレーダーを用いたグローバルな観測の重要性が注目されている。

特に従来から北緯30度付近並びに極域での観測が少なかったことから、図１に示すように、新たに九

州・山川、並びに北海道・稚内及び米国のアラスカ・ポーカーフラットにMFレーダーを設置し長期間

の観測を実施した。本論文は、これらのMFレーダーにより、中緯度と高緯度のMLT領域における平

均風、大気潮汐波、プラネタリー波の特性を詳細に明らかにし、特に平均風や大気潮汐波について、大

気モデルとの比較や他地域の観測結果との比較を論じている。得られた主な結果は以下の通りである。

１．MFレーダーによる風観測の妥当性を評価するため、信楽MUレーダーとの比較観測を実施し、MF

レーダーによるMLT領域における風観測の有効性を確認した。

２．山川と稚内における観測結果から、中緯度MLT領域における１日、半日、８時間周期大気潮汐波

の構造と変動特性の詳細を明らかにした。特に、強い東向き風が卓越する際、東向き平均風の強度と１

日周期大気潮汐波の東西成分振幅に逆相関の関係があることを指摘した。

３．中緯度MLT領域における２日周期と16日周期のプラネタリー波の解析を行い、２日周期波の詳細

な季節変動を明らかにした他、16日周期波の鉛直伝搬について、平均風が東向きであるときに優勢であ

ることを示し、理論とモデルに矛盾しないことを明らかにした。さらにスポラディックＥ層の発生頻度

の増大に伴いプラネタリー波周期が短くなることを明快に示した。

４．北極ポーカーフラット及び南極デービス基地における比較観測により、高緯度のMLT領域におけ

る平均的な大気大循環に、南北非対称性が存在することを見出した。

本論文により、中緯度及び高緯度MLT領域における平均風、大気潮汐波、プラネタリー波の振幅と

位相、並びにそれらの季節変動特性が詳細に解明された。これらの結果は、従来から観測データの蓄積

の少なかった領域での特性を初めて明らかにしたものであり、MLT領域のダイナミックスのグローバ

ルな理解に貢献するものと考える。

図１．山川、稚内、米国のアラスカ・ポーカーフラットに新設されたMFレーダーの位置とアンテナ配置
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酒　井　恭　輔（野田教授）
「２次元フォトニック結晶レーザの結合波理論の構築」
平成19年１月23日授与

２次元フォトニック結晶レーザは、フォトニックバンド構造のバンド端における光の定在波状態を共

振器として用いるもので、既存の半導体レーザでは困難である大面積での単一モードコヒーレント動作

を可能にするものと期待されている。さらに、レーザビームの形状は、フォトニック結晶を構成する格

子点の形状により制御可能であり、例えば、真円形状の格子点を用いることで、不透明微粒子の光トラ

ッピングや微小集光点の形成が可能なドーナッツ状ビームを生成することが出来る。

このような特長をもつ２次元フォトニック結晶レーザの解析には、従来、平面波展開法およびFDTD

法と呼ばれる数値計算法が用いられてきた。しかし、両者とも、レーザ特性の基本的な物理的機構の理

解を与えるものではなく、得られた結果の解釈と妥当性の判断が困難という問題があった。本論文では、

周期的屈折率分布に基づく２次元的な光の回折・結合現象を、より簡便にモデル化し、物理的に極めて

見通しの良い理論の構築に成功している。さらに、実験との詳細な比較をも行い、その妥当性・有効性

を示すことにも成功している。本研究で得られた成果は、以下のようにまとめられる。

１、フォトニック結晶における光の回折・結合を記述する光波とし

て、TM偏光の場合では、基本となる４波（R,S）を、TE偏光では、

さらに１つ次数の高い波（F）を４波加えた８波を用いることが、

現実的なデバイス動作をする上で、有効であることを見出した

（図１）。これらの光波の回折・結合を表す結合波方程式を導いた

後、バンド端のエネルギーを導出し、これらが、現実のデバイス

特性と極めて良好な一致を示すことを明らかにした。

２、続いて、TE偏光の場合に強く表れる上下方向への光の回折（面

発光機能）をも取り込んだ計算を行い、図２に示すように各モー

ド（A,B,E）の閾値利得を導くと同時に、閾値利得と回折強度との

関係を明らかにした。さらに、閾値利得と実験結果とが、うまく

対応することを示すことに成功している

３、端面での反射等の影響を取り込んだ解析も行い、適切な端面反

射の導入により、モードの選択性が格段に向上し、より安定な単

一モードコヒーレント発振を実現することが可能になることを示

した。

以上、本論文は２次元フォトニック結晶レーザを見通しよく設

計・評価することが可能な、極めて有効な解析法を確立したもので

ある。
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山　田　義　春（鈴木教授）
「Bi系高温超伝導体の微小構造作製とその超伝導および輸送特性に関する研究」
平成19年１月23日授与

高温超伝導体に代表される強相関電子系は、現在のエレクトロニクスの主役であるSi等の半導体とは

異なり、電荷、軌道、スピンが強く相関しており、多彩な物性を発現し得る。これをどう理解すればよ

いかまだはっきりとは分かっていないが、理解できたときのテクノロジーとしての広がりは大きなもの

となる可能性があり、エレクトロニクスのさらなる発展が期待できる。このため、強相関電子系はその

基礎的な興味はもちろん、応用も視野に入れて幅広く研究されている。電子間の強相関のために起こる

現象の中でも、高温超伝導はその現象の著しさ、またその応用の広さから特に注目されている。

本研究では、Bi系高温超伝導体の固有ジョセフソン接合の応用をねらいとして、その微細加工技術の

確立を目指し、また微小構造を用いて初めて可能な固有トンネル分光や劈開単結晶薄膜を用いた過剰酸

素量制御によるドープ量依存性に関する研究を行った。本研究の主な成果は次の通りである。

１．フォトリソグラフィーとイオンミリングを用いて、Bi系高温超伝導体単結晶に微小メサ構造を作製

し、ジョセフソン接合特性の観察、さらに固有接合を用いた新しいトンネル分光法である固有トン

ネル分光をこの微小構造によって可能にした。さらに、固有ジョセフソン接合の応用にとって重要

な課題である劈開による薄膜形成を行った。バルク単結晶から微細加工と劈開によって薄膜状に試

料を切り出すことで、通常の薄膜堆積法では実現困難な単結晶と同じ品質の薄膜試料を作製した。

２．微小メサ構造を用いて抵抗率、最大ジョセフソン電流密度を測定し、固有トンネル分光によってエ

ネルギーギャップ構造の観察を行った。エネルギーギャップ構造の観察から、ドープ量が多いほど

超伝導ギャップが小さくなることを明らかにした。またジョセフソン電流についてはドープ量が多

いほど大きくなる傾向を見出した。従来のジョセフソン接合の理解では、超伝導ギャップが大きい

ほどジョセフソン電流も大きくなるのに対し、この一見整合しない実験結果を、本研究では超伝導

領域の割合を用いて半定量的に説明し、超伝導が空間的に相分離していることを示した。

３．元素置換によってバルク単結晶での過剰酸素量制御では実現が困難な不足ドープ試料に固有トンネ

ル分光を行った。この試料では最適ドープ近傍の試料のスペクトルとは大きく異なる特徴的なスペ

クトルを得た。まず、鋭い超伝導ピークはみられず肩構造、または小さいピークのみが観察された。

さらに、高バイアス側の微分コンダクタンスが転移温度以下で温度を下げると増大し、磁場をかけ

ると減少した。このような特徴を説明するために、超伝導領域が擬１次元的なストリップ状に分布

するモデルを考察し、超伝導の不均一性のスケールをおよそ60nmと見積もった。

４．微細加工と劈開によって作製したBi2212の単結晶薄膜を用いて過剰酸素量の制御を行った。過剰酸

素量制御で初めて絶縁体まで系統的にドープ量の制御を可能とした。抵抗率およびホール係数を測

定し、他の高温超伝導体のドープ量依存性と比較することで、絶縁体転移近傍のホール係数は

Bi2212のみ明らかに小さい値となっており、Bi2212で転移温度が抑制されていることを示した。こ

の原因として、過剰酸素に伴う結晶構造の乱れ、特に頂点酸素の移動が重要であると考察した。

以上述べたように、微小構造を作製することによってBi系高温超伝導体の物性を測定するという新し

い手法を用い、特に不足ドープ領域で超伝導状態が空間的に相分離していることをバルクの特性として

明らかにした。超伝導状態では電気抵抗がなくなるため、相分離があることを示すのは困難であるが、

固有ジョセフソン接合というユニークな材料にさらに微小構造を用いることでこれを可能にした。この

結果は、高温超伝導という物理現象の本質として重要である。
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梅　本　泰　子（深尾教授）
「Studies on Orographic Rainbands Based on Combined Wind Profiler-Weather
Radar Observations」
（ウィンドプロファイラ・気象レーダー複合観測に基づく地形性降水帯の研究）
平成19年３月23日授与

停滞性の線状降水帯については従来から多くの研究が行われているが、その内部構造や発生・発達メ

カニズムは十分に理解されていない。これは従来の気象庁現業観測等では、時間・空間的に高分解能で

連続観測することが困難であったこと、数値モデルを用いた再現実験が成功していないことが主な要因

である。これに対して本論文は、東シナ海・九州梅雨特別観測で得られた気象ドップラーレーダーやウ

ィンドプロファイラ、気象ゾンデ等の時間・空間的に従来にない密なデータを用いて、地形に起因する

停滞性の線状降水帯（甑島ライン）の内部構造及び発生・発達メカニズム解明を目指すものである。次

いで、2001年に運用を開始したウィンドプロファイラネットワーク等の気象庁現業観測データを用いて

夏季の四国東部に発生した線状降水帯の内部構造及び発生・発達メカニズムを明らかにした。

本論文により得られた成果は次の通りである。１．甑島ラインは梅雨前線の暖域に位置する甑島列島

の地形の影響を受けて発生した対流性降水雲が、対流圏下層の南西風に流されながら南西から北東に並

び、細長い降水帯を形成していた事、また、甑島列島の山岳は小規模にも関わらず、持ち上げ凝結高度

がこれより低く、対流不安定で、かつフルード数が大きな値を持つ大気場が甑島列島周辺に長時間持続

したことでこのような降水帯が形成し得た事を観測的に明らかにした。２．甑島ラインについて複数の

事例を比較することで、甑島列島周辺やその風上の下層領域における多量の水蒸気の存在、強い南西風、

及び下層に存在する降水帯の走向に垂直な風成分が降水帯の発達に寄与していることを明らかにした。

また、甑島列島の風下側の地形の影響により、降水雲の形成・再発達が起こり、長さ200kmもの降水帯

が形成されていた。３．夏季の四国東部で発生した停滞性線状降水帯の内部構造及び周辺の大気・風速

場の特徴から、室戸岬の地形の影響を受けて発生した対流性降水雲が南風に流され、南北に伸びる細長

い降水帯を形成した。また、風下側の山岳地形及び降水帯に対して流入する気流場の存在が降水を強化

していたことを明らかにした。４．梅雨期の九州西部、夏季の四国東部でそれぞれ発生した線状降水帯

の内部構造や発生・発達メカニズムに関する多くの共通点から、一般的な地形性降水帯の特徴が示され、

これらと同様な条件が整えば、一般に発達した降水帯ができにくいと考えられる小規模な山岳周辺でも、

地域・季節に関係なく発達した線状降水帯が形成しうる事が分かった。

以上、各種観測に基づき、これまで未解明であった線状降水帯の内部構造や背景場の特徴を初めて明

らかにした（図）。
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山　末　耕　平（引原教授）
「Studies on Time-Delayed Feedback Control of Chaos and its Application to
Dynamic Force Microscopy」
（カオスの時間遅れフィードバック制御とそのダイナミックモード原子間力顕微鏡への
応用に関する研究）
平成19年３月23日授与

非線形力学系に「カオス」と呼ばれる不規則かつ長期予測不可能な振る舞いが生じることは、よく知

られています。カオス現象は、1960年代初頭に京大電気系の上田（現名誉教授）とMITのローレンツ

によって独立して発見され、1970年代から1980年代には、工学システムを含む様々な力学系にカオス

現象を生じることが明らかにされました。1990年代以後、現在では、研究者の興味はカオスの工学的応

用を見据えたものへとシフトしています。その端緒となったのが、1990年、Ott, Grebogi, Yorkeらが提

案した「カオス制御」のアイディアです。彼らは、カオスの性質をうまく利用し、力学系のパラメータ

をわずかに変化させるのみでカオス振動の安定化が可能であることを示しました。

本研究は、この「カオス制御」を実現する手法の１つとして知られる「時間遅れフィードバック制御」

（Time-Delayed Feedback Control; TDFC）の基礎とそのナノテク分野への応用に関するものです。本

論文では、これまで未解明であったTDFCによるカオス安定化のメカニズムを、従来の目標軌道の安定

性とは異なる、制御された系の位相空間の大域構造の観点から明らかにしています。また、近年、ナノ

テク分野で必須の計測機器であるダイナミックモード原子間力顕微鏡（Dynamic Force Microscopy;

DFM）のセンサに生じるカオス振動にTDFCを適用することを提案しています。以下に、本論文で得

られた主要な成果を掲げます。

１．TDFCを適用したDuffing系に生じる複数の定常状態に関して、その力学的性質および発生消滅

メカニズムを分岐理論に基づいて明らかにしました。複数の定常状態は、制御対象のカオスアト

ラクタに内在する目標軌道とは異なる不安定周期軌道（共存軌道）に由来し、それらが安定化さ

れることで、制御された系に複数の定常状態が生じることを示しました。

２．複数の定常状態が共存する系について、相空間である関数空間上の引力圏構造を検討しました。

本研究では、目標軌道の引力圏が自己相似的な境界構造を持ち、目標軌道安定化の成否を極めて

難しくする場合があることを初めて明らかにしました。さらに、制御された系の関数空間上の位

相構造を明らかにし、安定化できない不安定周期軌道に関わるホモクリニック構造のフィードバ

ックゲインの増加にともなう変化と、その制御特性との関係を示しました。

３．フィードバックゲインの変化に伴う大域構造の変化と共存軌道の消滅との関連をハーモニック・

バランス法を用いて考察し、共存軌道が対消滅する場合と目標軌道に合致する場合のメカニズム

を明らかにしました。

４．DFMのセンサであるカンチレバーに生じるカオス振動の安定化にTDFCを適用しました。カン

チレバーの数式モデルに基づき、TDFC適用の効果を数値的に検証し、２つの異なるメカニズム

で生じるカオス振動の安定化が可能であることを示しました。

上記のように、本論文はTDFCの制御特性の詳細な検討、およびそのDFMへの応用に関して提案し

たものであり、非線形力学の基礎的研究とその工学的応用への具体的な展開を図ったものです。現在、

筆者は、京都大学VBLに博士研究員として所属し、電子工学専攻・松重研究室と連携して、TDFCの実

機DFMへの適用を進めています。最後になりましたが、常日頃、御指導頂いている先生方、御議論頂

いている研究室メンバーの皆様に厚く御礼申し上げます。
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東　川　甲　平（引原教授）
「瞬時電圧低下補償用高温超伝導SMESの最適設計に関する基礎研究」
平成19年３月23日授与

近年の高度技術社会の進展に伴って電力品質への要求が高まる一方、主に落雷を原因とする瞬時電圧

低下（瞬低）は現在のところ不可避な現象として認識されている。この瞬低は停電と比較して極めて高

い頻度で生じる現象であり、また例えば半導体関係の工場では瞬低１回当たりの被害が億円単位にも及

ぶことから、特に最近では瞬低対策のニーズが高まっている。一方、超伝導磁気エネルギー貯蔵装置

（SMES）は、超伝導コイルに電気エネルギーを磁気エネルギーとして貯蔵するものであり、大電力の

高速出し入れが可能といった特長を有している。従って、同装置は瞬間的な電力の供給を必要とする用

途に極めて有効な装置であり、工場を丸ごと瞬低から守るような形態で実用化も開始されている。

本論文は、上記SMESの高温超伝導（HTS）化を目指すものであり、その設計手法の確立を目的とし

ている。HTS化によってスイッチ一つで冷却できる冷凍機伝導冷却HTSコイルを実現できれば、現状

のSMESで採用されている高価で取り扱いに熟練を要する液体ヘリウムによる浸漬冷却の必要は無くな

り、同装置の導入拡大が飛躍的に進展すると期待される。得られた成果は以下のとおりである。

まず、現状のSMESに適用されている低温超伝導（LTS）コイルと同様の設計手法、すなわち臨界電

流を基準とする手法をHTSコイルに採用した場合、冷凍機が冷却しきれない程度の発熱が生じる可能

性を指摘した。これは、HTS線材では図１に示すように工学的に決定される臨界電流以下の通電電流に

対しても若干の発熱が生じる場合が存在するためである。そこで、このような非線形通電特性から得ら

れる発熱に制限を設けたHTSコイルの最適設計手法を、有限要素法と遺伝アルゴリズムを連携して開

発した。また、この際には上記通電特性の温度・磁界・磁界印加角度依存性まで定量評価できるパーコ

レーション遷移モデルを適用した。以上により、温度環境・磁界環境といった運転条件の選択肢の広い

HTSコイルに関して系統的に設計を行える画期的な手法が開発されたことになる。さらに、同手法によ

ってSMES用HTSコイルの最適コイル構成・運転温度まで検討した結果、図２に示すように、従来

SMESで採用されているマルチポール型ではなくトロイダル型が適しており、また運転温度を25K程度

とすれば高付加価値が得られることも提案した。

現在、本論文の成果は、次世代HTS線材を適用したSMESを開発するNEDOのプロジェクトに採用

されている。電磁力等の問題まで取り扱って検討を進めた結果、次世代HTS線材を適用すれば更なる

高エネルギー密度化が実現される見通しが得られるなど、研究は順調に進んでおり、同プロジェクトの

方向性に影響を与える様々な成果が得られているところである。
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図1．HTS材料とLTS材料の電流輸送特性比較 図2．HTSコイルとLTSコイルの形状比較（20MJ）
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吉　武　惇　二（吉川榮和教授）
「天然ガス市場の国際動向と日本の都市ガス事業の展開に関する分析研究」
平成19年３月23日授与

本研究は、地球温暖化対策やエネルギー供給安定性向上のための重要な選択肢となる天然ガスの利用
拡大について、アジア太平洋地域における今後の天然ガスの需給を予測し、未開発天然ガス資源の開発
スキームを提案するとともに、将来における天然ガスの輸送・分配インフラのあり方、克服課題および
その対応策を提案するものである。
まず、日本に輸入される天然ガスの８割を依存しているアジア太平洋地域のエネルギー消費動向や経

済成長とエネルギー消費との関連を分析し、特に天然ガスの生産・需給動向について分析した。その上
でこの地域での将来のLNG（液化天然ガス）需給状況を供給安定性の視点を重視して予測する方法とし
て、将来における供給が確実視されるLNGプロジェクトによる供給可能量を積算する方法を提案し、
実際に2010年と2015年におけるLNGの需給予測を行った。さらに、予測した需給予測に基づき、我が
国が今後LNGを安定的かつ経済的に輸入するための課題について考察した結果、①LNG供給元の多様
化、②取引契約条件の柔軟性の向上、③資源開発・輸送事業への参画、④天然ガス生産国との協力体制
の構築が必要不可欠であることが分かった。
その後、天然ガス生産国との協力体制の構築に着目し、アジア太平洋地域の発展途上国での未開発天

然ガス資源を開発し、都市ガス事業を創成する協同スキームを提案した。具体的には、まず、未開発天
然ガス資源保有国での都市ガス事業創成の成功例として、日本の技術支援によるマレーシアの事例を分
析し、これを元に事業創成のために必要な６つのサブスキームからなる新しい協同スキームを提案する
とともに、このスキームの適用条件を検討した。提案する協同スキームは、（１）天然ガス事業の事前
検討のための需給予測サブスキーム、（２）都市ガス事業推進母体の設立サブスキーム、（３）需要家の
ための業務確立サブスキーム、（４）インフラ整備のための資材調達サブスキーム、（５）ガス事業関連
法律の制定サブスキーム、（６）産ガス国への技術移転サブスキームの６つから構成される。また、こ
の提案する協同スキームを適用するための条件として、（a）天然ガスの埋蔵量が十分であること、（b）
ガス田から需要地までの距離が短いこと、（c）これまで都市ガス事業が存在していないこと、（d）都市
ガス事業を推進する母体が存在すること、（e）需要が十分も込めること、（f）政情が安定していること、
の６つを挙げた。また、アジア太平洋地域で上記の条件を検討した結果、フィリピンとベトナムが要件
を満たしており、両国について提案スキームを適用して都市ガス事業を創成できる可能性があることを
導出した。
一方、日本国内における天然ガスの普及拡大を支える輸送・配給インフラのあり方を検討するため、

まず、日本における天然ガスインフラの発達形態を分析した。その結果、日本では、天然ガスを輸入す
る際には船により沿岸部に建設された受入基地にLNGの形態で輸入され各需要地へ輸送されるが、こ
れまで各受入基地を中心にしてサテライト基地のあるローカル市場へと配給先が広がるようにインフラ
が発達してきているという特徴があることが分かった。さらに、今後の天然ガスの普及拡大を考慮し、
将来の天然ガス輸送形態のあり方を検討するため、ローリートラック、鉄道コンテナ、LNG内航船、パ
イプラインの４つの輸送方法について、経済性、環境負荷、安全性、信頼性等の観点から評価した。こ
れらの評価結果をもとに、今後はローカル市場同士をパイプラインで連結する方法が有効であることを
示すとともに、これを纏めて新たに「滲み出し・連結方式」という発達形態の概念を導出した。
さらに、欧米と日本の天然ガス生産、形態変換、輸送、需要の流れを図式表現法の一つであるマルチ

レベル・フロー・モデル（Multi-Level Flow Model; MFM）で表現することにより比較し、欧米がイン
サイドアウト型＆サプライ・プッシュ型に対して、日本がアウトサイド・イン型＆デマンド・プル型と
する新たな分析結果を導出した。これをもとに欧米と比較して日本が特異的な天然ガス供給構造を有す
ることを明らかとし、この構造が日本における天然ガス高価格化の一因となっていることを示した。そ
して、日本で天然ガス普及拡大を図るための克服課題として、①天然ガスパイプラインの整備、②LNG
売買契約や価格決定方式の改善、③燃料電池やガスタービン等の新たな利用形態の推進、④電力部門、
都市ガス部門、運輸部門における需要拡大のあり方などを論じ、その具体策を提案した。
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高　松　輝　久（吉川潔教授）
「Research and Development of an Inertial Electrostatic Confinement Fusion Device
for Humanitarian Landmine Detection」
（人道的対人地雷探知のための慣性静電核融合装置の開発研究）
平成19年３月23日授与

近年、放射線は医療、産業などの幅広い分野で利用されており、中性子線も様々な分野への応用が考

えられています。例えば、中性子が原子核に吸収されることで発生するガンマ線を測定し元素の同定を

行うことで、隠された爆発物などを探知することが可能で、革新的な地雷探知法としての応用が期待さ

れています。このように、中性子線は優れた特徴を持ちますが、その利用例はX線など他の放射線に比

べると限られたものでした。その大きな理由のひとつに、利用しやすい中性子源がなかったということ

があげられます。現在、利用されている中性子源には研究用原子炉などの大規模施設利用、252Cfなどの

核分裂性放射性物質、重水素核融合反応を用いた小型装置があげられますが、原子炉は経済性、放射性

物質は安全性、小型核融合装置は中性子強度と寿命の点で利用しにくいものでした。現在研究が進めら

れている中性子を用いた微量元素の測定やがん治療をはじめ、特に地雷探知への応用では、小型で安全

性に優れた扱いやすい中性子源の開発が求められています。

そこで私は、慣性静電閉じ込め（IEC）核融合の原理を応用した、高性能中性子源の研究開発を行い

ました。IEC装置は前述の小型核融合装置の一種ですが、一般的な装置が小型の直線状加速器によって

生成した重水素イオンビームをターゲット電極に衝突させるという原理であるのに対し、IECでは球状

の構造、かつメッシュ状の電極を採用しています。そのため、単純な構造ながら重水素イオンの生成、

加速、収束を同時に行い、重水素ビーム同士を直接衝突させることができるため、原理的に高効率、長

寿命で、安全性にも優れています。

研究ではIEC装置の性能をさらに高めるため、まず、マグネトロン放電による外部イオン源をIEC装置

に付加する実験を試みました。その結果、IECの動作ガス圧力を低減できること、それにともない規格化

中性子発生率が改善されることが分かりました。さらに、分光計測法を用いてイオンエネルギー分布を

測定し、平均エネルギーが30%程度向上していることを明らかにしました。また、超小型のIEC中性子源

を設計、製作し、メッシュ状電極の高電圧導入端子部に窒化硼素絶縁体を併用、装置本体への水冷ジャ

ケットの設置といった独自の改良によって、従来の大型のIEC装置以上の中性子発生率と、大出力運転時

における安定した動作を達成しました。さらに、この水冷却ジャケット部分を生成中性子の減速材なら

びに反射材として利用する方式を考案し、実験とMCNPコードを用いた解析によって、上部の厚い冷却

部により中性子が減速、反射され、その結果、薄い冷却部の下部方向に中性子束が集中し、中性子の空

間分布に指向性を持たせることができると分かりました。以上の研究成果を元に、人道的対人地雷探知

装置のための超小型高性能IEC中性子源を製作し、模擬爆薬を用いた実験の結果、爆薬中に含まれる窒素

原子の検出に成功し、IEC中性子源が地雷探知用中性子源に応用可能であることが分かりました。
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藤　原　　　淳（吉田教授）
「マルチホップ伝送における無線リソース割当法の研究」
平成19年３月23日授与

日本における公衆移動通信サービスは、1979年に始まった自動車電話からおよそ30年になる。この間、

提供されるサービスは音声通話から高速データ伝送へと大きな進化を遂げ、無線伝送方式もFDMA方式

からTDMAやCDMA方式へと変遷している。しかし、主な無線接続形態としては、携帯電話端末とネッ

トワークに接続されている近隣の基地局との接続に限られていた（基地局がセルと呼ばれる小エリアを

カバーすることから、セルラ方式と呼ばれる：図（１））。一方、セルラ方式によるネットワークと異な

り、複数の無線局が相互に無線接続し構成されるメッシュネットワーク（あるいはアドホックネットワ

ーク）は、送受信局が直接接続できない場合に、両局の間の無線局が伝送を中継する「マルチホップ伝

送」により容易なエリア展開が可能なことから、研究から実用に至るまで幅広く検討が行われている。

このような、無線伝送方式や無線接続形態について検討する際には、空間的な周波数利用効率が重要

となる。無線周波数資源は有限であるため、場所や用途に応じて利用できる周波数帯域が（公的な機関

等により）規定される。このように規定された周波数帯域のもとで、どの程度の空間的伝送容量（例え

ば単位面積・時間あたりに伝送できるビット数）が可能となるかが検討方式の評価基準の１つとなる。

この空間的伝送容量は様々な要因に影響されるが、例えばカバーできるエリアの大きさ（エリアカバレ

ッジ）と相反する傾向がある。これはマルチホップ伝送において、エリア拡大に伴い、空間的伝送容量

が低減することを意味している。よって、マルチホップ伝送やメッシュネットワークにおいて特性評価

を行う際には、空間的伝送容量やエリアカバレッジなどを単独で評価するのではなく、これらの複数の

評価指標の関係も含めた評価を行うことが重要となる。本研究では、第３世代移動通信の標準方式の１

つであるCDMA方式にマルチホップ伝送を適用した場合（図（２））の空間的伝送容量およびエリアカ

バレッジを評価した。CDMA方式は受信信号に含まれる干渉が大きくなるにつれて伝送容量およびエ

リアカバレッジがともに小さくなる特徴があるが、この干渉の大きさに大きな影響を与える周波数の割

当方式について着目した上で、空間的伝送容量をエリアカバレッジとの関係を定量的に明確にした。

さらに本研究では、無線LANにおいて広く用いられているCSMA/CA方式により構成されるメッシュ

ネットワーク（図（３））において、伝送容量を低下させる要因として知られる「さらし端末問題」につ

いて検討した。複数の無線チャネルが利用できる場合に、特定の条件に基づいてチャネル割当を行うこ

とにより、さらし端末問題は回避できるが、チャネルの設定法は各無線局における接続可否の状況に依

存する。本研究では、さらし端末問題を回避するためのチャネル割当の条件が彩色問題と等価であるこ

とを示した上で、メッシュネットワークにおいて必要となる無線チャネル数を明らかにした。彩色の対

象となるグラフが平面グラフ（平面地図の彩色問題など）である場合には４色で十分であることはよく

知られているが、メッシュネットワークにおける彩色グラフは平面グラフとはならないことから４色

（すなわち４つの無線チャネル）では十分とはならず、メッシュネットワークの構成の複雑さに依存する。

基地局 

移動端末 

基地局 

移動端末 
中継局 

セル（カバーエリア） 

（１）セルラ方式 （２）マルチホップ伝送を適用
したセルラ方式

（３）メッシュネットワーク
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A. K. M. Baki（橋本教授）
Study on Beam Forming and Direction-of-Arrival Measurement for Solar Power
Satellite
（宇宙太陽光発電所のためのビーム形成と到来方向測定法に関する研究）
平成19年３月23日授与

An area of continuing uncertainty is the“energy resources”. A huge and clean power source is
needed for sustainable economic activities. One source of huge and clean power is the space solar
power. Solar Power Satellite（SPS）can send enormous power to the Earth as the form of
microwave（MW）. Precise MW power beam steering is a most critical goal for SPS because without
precise beam steering the higher efficiency of MW power can not be assured at the rectenna
location.
Microwave Power Transmission（MPT）system designers must be concerned with Beam

Collection Efficiency（BCE）, Side Lobe Levels（SLL）, size, weight, and cost among many other
factors. BCE and Maximum Side Lobe Level（MSLL）are used for an evaluation of the MW beam.
Reduction of SLL is of paramount importance especially for the MPT in order to achieve the highest
possible BCE and to reduce interference to other communication systems. Isosceles Trapezoidal
Distribution（ITD）edge tapered antenna, which is a new concept, is studied for the first time for
SPS as an optimization. ITD is better than full edge tapering and uniform amplitude distribution. It
was found that the highest BCE and lowest SLL are possible to achieve in ITD edge tapering.
Different amplitude distribution systems like uniform, Gaussian, Dolph-Chebyshev and the newly
derived ITD method have been compared. The SLL reduction in ITD is even higher than those of
other kinds of edge tapering.
A statistical method of achieving minimum SLL with random element spacing was also studied.
Different properties of large antenna arrays with randomly, uniformly and combined spacing
（uniform with little perturbation）of elements were studied. A new unified approach in searching for
reducing SLL by exploiting the interaction of deterministic and stochastic element spacing was
studied. The models indicated an advantage with respect to side lobes in the large area around the
main beam and strongly reduced SLL in the entire visible range.
Though it is possible to reduce SLL with statistically thinned array or combined stochastic

algorithm but it does not guarantee higher BCE and needs edge tapering to achieve high efficiency.
The performance of ITD was further improved
from the perspective of both Maximum Side Lobe
Level（MSLL）and BCE by using unequal spacing
of the antenna elements. The MSLL for ITD with
Unequal element spacing（ITDU）was found to be
the lowest when it was compared with Gaussian,
ITD and uniform amplitude distribution. The MSLL
of ITDU is much lower than that of ITD. Moreover
the BCE is found to be the highest in newly derived
ITDU. The unequal spacing was derived from the
ITD concept and by using the sinc function. Both
ITD and ITDU are new concepts. The merits of
ITDU over ITD and Gaussian edge tapering were
also studied. Experimentation on ITDU was also
done and it was found that the experimental results
agree well with the simulation results（Figure）.

Figure Simulated, measured and simulated
（with error）radiation patterns of ITDU
and simulated radiation pattern for ITD
with 11 phased array antenna elements.
（Experimental verification is done after
submitting the dissertation）.
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新　　　浩　一（橋本教授）
「Study on Electrostatic Waves in the Terrestrial Bow Shock Region via Spacecraft
Observations」
（衛星観測による地球磁気圏バウショック領域における静電波動に関する研究）
平成19年３月23日授与

本研究では地球磁気圏バウショック近傍で観測される静電プラズマ波動、特にバウショック下流で観

測される準正弦静電波動ならびにバウショック上流で観測される静電孤立波に注目し、科学衛星Geotail

に搭載の波動観測装置（PWI）、特に波形観測装置（WFC）と低エネルギープラズマ観測装置（LEP）

のデータを用いた波形解析ならびに統計解析の結果から、その伝搬や励起機構について議論した。

１．地球磁気圏近傍のバウショック下流領域においては、1kHz帯で準正弦静電（EQM: Electrostatic

quasi-monochromatic）波動（図１）が頻繁に観測される。これまでこの波動はドップラーシフト

したイオン音波であると考えられてきたが、一般にこの領域では電子温度がイオン温度より低く、

この励起条件を満たさない。Geotail衛星で観測を行ったところ、EQM波とともに速度約2000km/s

の電子ビームが観測された。また統計解析からEQM波の電界強度がバウショックのショックポテ

ンシャルと相関が良いことが分かった。以上の結果からEQM波がバウショックによって加速され

た電子ビームによる電子音波であることを示した。

２．バウショック上流のフォアショック領域で観測される静電孤立波（ESW: Electrostatic solitary

wave）に注目し励起機構の検討を行った。統計解析からESWがバウショックの近傍で多く観測さ

れる結果が得られるとともに、図２に示す、ショック面の法線方向と外部磁場とのなす角であるシ

ョック角に対するESWの発生頻度から、準平行衝撃波上流でESWが多く観測されることが分かっ

た。電子フォアショック領域では、バウショックで加速された電子ビームと同時に観測されること

から、電子２流体不安定性によるESWの可能性を示した。一方イオンフォアショック領域では、

非熱的イオンと共にESWが観測されることや上で示した統計解析の結果から、このESWが電子─

イオン２流体不安定性で励起されている可能性を示唆した。

３．上で示したバウショック上流で観測されるESWは、一般に外部磁場に対し平行な電界ベクトルを

持つが、これらとは異なる外部磁場に対して斜めの電界成分をもつESWを新たにイオンフォアシ

ョック領域で観測した。統計解析から、これらESWの電界方向とショック面の法線方向に良い相

関があることを示すとともに、バウショックからの反射イオンによってバウショック面に平行方向

に一様な外部磁場に依存しないポテンシャル構造が発生し、これが上流に伝搬する過程において、

外部磁場に斜めの電界成分をもつESWとして観測されることを提案した。

図１．バウショック下流で観測したEQM波の波形（外部
磁場に平行な電界成分（左上図）、垂直な電界成分
（左下図））とホドグラフ（右図）

図２．バウショック上流で観測した、
ショック角に対するESWの発生
頻度
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外　池　昌　嗣（黒橋禎夫教授）
「Natural Language Processing Exploiting Topics in the Web Text Archive」
（ウェブテキストアーカイブにおける文書のトピックを利用した自然言語処理）
平成19年３月23日授与

ウェブは、大規模かつ、様々な言語の文書を含む言

語資源・知識源であるため、これまでの自然言語処理

研究で広く利用されてきた。ただし、ウェブ上にある

文書のトピックは実に様々であり、これらの文書を有

効に利用するためには、目的のトピックの文書のみを

うまく扱う仕組みを導入する必要がある。例えば

Google AdSenseというインターネット上の広告システ

ムにおいては、興味を持ちそうな人に広告文を見ても

らうために、広告文のトピックに関連するウェブペー

ジに広告が表示されるような工夫が行われている。本

論文では、このようなウェブ文書のトピックを利用し

た自然言語処理のケーススタディとして、専門用語対訳集を自動生成するタスクと、人間の言葉で書か

れた質問文に対して、与えられた答えの候補の中から適切な答えを選ぶタスクについて研究を行った。

専門用語対訳集を自動生成するタスクは、大きく２つの問題に分けて考えることができる。一つは、

対訳集に掲載する用語を収集・選定する問題であり、もう一つは、これらの用語を翻訳する問題である。

前者の用語の収集・選定の問題に対しては、与えられた用語が対象トピックに属するか否かを、ウェ

ブを利用して判定する手法を提案した。従来、用語のトピック判定を行うには、一定量の対象トピック

の文書を準備する必要があり、対象トピックの文書が準備できないトピックは扱えなかった。また、用

語が文書に出現する頻度を利用していたため、安定した性能でトピック判定をすることが困難であった。

提案手法では、ウェブを用いることにより、多様なトピックに適用可能とし、また、用語のトピック判

定の課題を、用語を含む文書のトピック判定の問題に置き換えることにより、安定した性能を達成した。

そして、対象トピックの新しい用語を発見する実験により、その有効性を示した。

一方、後者の、用語の翻訳の問題に対しては、訳語推定対象用語の構成要素の訳語を対訳辞書で調べ、

これらを結合して訳語候補を生成し、文書によって訳語候補の検証を行う方法（図１）を採用した。従

来手法では、ウェブ全体を利用して訳語候補の検証をしているが、この方法では、トピックによって訳

語が違う場合、そのトピックで使われている訳語を正しく選択することができない。これに対して、提

案手法は、ウェブからあらかじめ自動的に収集した対象トピックの文書を用いて訳語候補の検証を行う

ことにより、そのトピックで使われる訳語候補を正しく選ぶことを可能にしている。実験の結果、ウェ

ブ全体を用いる場合に比べ、ウェブから自動収集した対象トピックの文書を利用すれば、検証できる用

語の数は少なくなるが、高い精度を達成できることを示した。

そして、最後の、人間の言葉で書かれた質問文に対して、与えられた答えの候補の中から適切な答え

を選ぶタスクにおいては、質問文のトピックと答えの候補の間の語彙的な関係の強さを、ウェブを利用

して測定し、答えの選択を行う手法を提案した。提案手法は、質問文のトピックと解候補の語彙的な関

係の強さをサーチエンジンのヒット数を用いて測定するだけでよいので、計算コストがかからず、ウェ

ブ全体の知識を用いることができる。４択クイズ「クイズ＄ミリオネア」の問題を対象とした実験によ

り、質問文のトピックと解候補の語彙的関係の強さを利用して、79%の問題に答えられることを示した。

なお、本研究は宇津呂武仁先生（筑波大学大学院システム情報工学研究科准教授）の指導のもとで行

い、佐藤理史先生（名古屋大学大学院工学研究科教授）、黒橋禎夫先生にも数々のご助言を頂きました。

お世話になった先生方に感謝の意を表します。

図１．疾患トピックの用語「炎症系」の訳語推定
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土　屋　雅　稔（黒橋教授）
「A Study on Processing of Japanese Functional Expressions and Definition
Patterns」
（日本語の機能表現と定義表現パターンの処理に関する研究）
平成19年３月23日授与

本論文は、日本語の機能表現と定義表現の言語処理の方法について論じたものであり、機能表現の処
理を研究するための基礎資料として機能表現用例データベースを作成する問題、さらに、機能表現と同
一の表記を持つ表現の曖昧性を解消して機能表現を検出する問題、および、小学生用の国語辞典の定義
文を対象として定義表現パターンを発見する手法について述べている。
機能表現とは、複数の形態素がひとかたまりとなって、ひとつの機能語相当語として働く表現である。
例えば、「出発にあたって持ち物を再確認した」という文中の「にあたって」の部分が相当する。機能
表現には、同一の表記でありながら内容的な働きをする表現が存在することがある。例えば、「壁にあ
たって跳ね返ったボール」という文中の「にあたって」は、先の例文における「にあたって」とは明ら
かに異なる働きをしている。このように、機能表現として働く可能性がある表現を含む日本語文の構造
を把握するためには、その部分の用法の曖昧性を解消しなければならない。本論文では、機能表現とし
て働いている用例と内容的に働いている用例の両方を収録し、用例中において機能表現として働いてい
る可能性のある候補部分が、実際にはどのような働きをしているかを表す情報を付与したデータベース
（図１）を作成し、作成上の問題点について検討した。加えて、得られたデータベースを分析すること
により、新聞記事における機能表現の用法の偏りなどを明らかにした。次に、機能表現検出タスクを、
形態素を単位とするチャンク同定問題として定式化し、機械学習手法を適用することにより、機能表現
の検出を実現する方法を提案し、高い精度で検出できることを示した。
辞書定義文には、見出し語を説明するための典型的なパターンがしばしば出現する。本論文では、辞

書定義文から定義表現パターンを発見し、類義語集合と、その集合に属する類義語間の差異を同時に抽
出する手法を提案した。この手法では、辞書定義文を構文解析して辞書をグラフ集合に変換し、MDL
原理に基づいたグラフ圧縮を行うことによって、定義表現パターンを自動的に発見する（図２）。この
手法によって得られた定義表現パターンには、定型表現部分と可変部分とがあり、類義語集合を規定す
ると同時に、類義語間の差異を示すためのテンプレートとして使うことができる。得られた定義表現パ
ターンを既存のシソーラスと比較し、得られたパターンの内、約1/3のパターンは、定義表現パターン
として利用できることを示した（図３）。
今後は、上記知見に基づき、複数の単語が複合的に働くような言語表現についての研究を行う予定で

ある。
(a) 
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(b) 

桔梗 野山 にはえ、庭にも植える 草花。 

ひいらぎ 山地 にはえ、庭にも植える 常緑樹。 

オランダ ヨーロッパの北部、 北海 に面する 国。 

鳥取県 中国地方の北東部、 日本海 に面する 県。 

図１．機能表現データベース

図２．部分木としての定義表現パターンの発見

図３．発見された定義表現パターン例
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瀧　　　宏　文（佐藤教授）
「Real-Time Three-Dimensional Acoustic Imaging System with A Reflector and Its
Applications」
（反射鏡を用いたリアルタイム三次元超音波イメージングシステムとその適用）
平成19年３月23日授与

今日先進国では心疾患が主な死因の１つとなっている。心疾患の医療診断技術を向上させるため、リ

アルタイム３次元高分解能超音波イメージング技術の実現が強く望まれている。現在１次元素子アレイ

を用いた３次元イメージングシステムが実用化されているが、１平面毎に測定を行うため時間分解能が

不十分であり心臓など動きの速い臓器を測定することが困難である。さらに、音響レンズなどを用いて

送受信ビームを１平面内に集束させるため、音響レンズの焦点の前後で空間分解能が劣化する。

我々は指向性の低い送信波を測定空間全体に送信し、目標からのエコーを反射鏡を用いて小規模２次

元素子アレイ上に集束させ、受信信号からバックプロジェクションを用いて３次元画像を再構成するハ

イブリッド法を提案してきた。提案システムは反射鏡、２次元素子アレイからなり、両者の間には人体

とインピーダンス整合がとられた液体が満たされている。図１は提案システムのxz平面における断面

図である。提案法では超音波パルスを測定空間全体に送信し、測定空間内の全目標から返ってきた反射

エコーを図１のように凹面鏡によりアレイ上に集める。凹面鏡とアレイは固定されているため、アレイ

上には焦点を結ばずにじんだ像が得られるが、計算機上でバックプロジェクションを行いアレイ上に得

られた受信信号から像の再構成を行う。

提案法では凹面鏡に到達するエコーの多くを受信できるため、２次元アレイのみで受信するときと比

較し空間分解能、信号対雑音比を改善できる。そのため提案法では有効開口と同じ大きさの大規模２次

元アレイで受信した場合と同等の空間分解能、信号対雑音比が得られる。また、提案法では１回の送受

信により全測定空間の像が再構成されるため毎秒5000回の３次元像の更新が可能である。よって心臓な

ど動きの速い臓器に対してリアルタイム３次元超音波イメージングが実現できる。

１回の送受信データを用いた場合、または16回の送受信データを用いて開口合成技術を用いた場合の

提案法の空間分解能を図２に示す。ただし、点目標がxz平面内の距離7cmにおいてx=－1.5, 0, 1.5cmに

存在するとし、各測定領域における推定電力を求めた。開口合成技術により等価的に開口面が広がり円

形に近くなるため、空間分解能が改善されるともにサイドローブレベルも抑圧される。３次元空間を１

秒間に300回測定するとき、提案法は従来法と比較し素子数を1/7.5に減らすことができる。
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図１．提案イメージングシステムの概略図
図２．16回、または１回の送受信を行ったときの

xz平面内、距離7cmにおける方位分解能
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佐　野　明　秀（佐藤教授）
「光ファイバ伝送における波長分散と非線形光学効果の抑圧技術に関する研究」
平成19年３月23日授与

基幹系超高速光伝送システムでは、光ファイバの波長分散や、光ファイバ中での自己位相変調効果

（SPM）、相互位相変調効果（XPM）、四光波混合（FWM）等の非線形光学効果により伝送可能距離が

制限される。本研究では、波長分散及び非線形光学効果による伝送品質劣化を抑圧し、光伝送システム

の長距離化、低コスト化を実現することを目的する。

伝送速度が40Gbit/s以上となる次世代超高速光伝送システムでは、波長分散補償は不可欠な技術であ

る。特に陸上システムでは、伝送路切替によるルート変更や、伝送路の温度変化などにより波長分散値

が変動するため、受信端において自動的に分散変動を検出して補償する自動分散補償技術が必要となる。

本研究では分散変動のモニタ方式に注目し、ルート変更等のシステム再設定時の自動分散補償に向けた

モニタ方式として、クロックレベルモニタ法の適用を検討した。本方式により、簡易な構成でありなが

らSPMなどにより最適補償量が変化する場合にも対応が可能となり、高精度な分散補償が可能となる

ことを明らかにした。また、伝送路の温度変化などに対してインサービス中に適応的に波長分散を補償

するモニタ方式として、波長多重された信号間のクロック位相差をモニタすることにより分散変化を高

精度に検出する位相差法を用いた適応分散補償方式を提案し、40Gbit/s伝送において実際に適応分散補

償が可能であることを実証した。

光伝送分野で従来用いられているNRZ-OOK（Non-Return-to-Zero On-Off Keying）符号に対して、

RZ（Return-to-Zero）-OOK符号はSPMの抑圧に対して有効であることが知られている。本研究では、

RZ-OOKを用いた光伝送システムの更なる長距離化に向けて、パルス幅マネジメント方式を提案した。

本方式は、送信側でデューティ比の大きなRZパルスを用いてファイバ入力パワー制限を緩和し、受信

側でパルス圧縮を施すことにより高感度化を達成するものである。さらに、送信光パルスにプリチャー

プを重畳することによるSPMに対する耐力向上を検討した。また、WDM伝送においてSPM及びXPM

による波形歪を抑圧する手法として、プリチャープに加えて、伝送ファイバの局所分散値及び分散補償

量を最適化する分散マネジメント方式の適用を検討した。プリチャープ量、分散補償量、及び伝送ファ

イバの分散値を最適化することにより、非線形効果による波形歪を抑圧し、長スパン化が可能であるこ

とを40Gbit/s/chのWDM伝送系において理論解析及び実験により実証した（図１）。

さらに、光挿入分岐多重装置（OADM）等の狭帯域光フィルタが多段に接続された伝送系における

高密度WDM伝送に適した変調方式として、DQPSK符号の適用を検討した。特に、40Gbit/s/ch、

50GHz間隔という高密度WDM伝送におけるDQPSK（Differential Quadrature Phase-Shift Keying）信

号の伝送特性に関して、RZ化方式に着目して詳細に解析した。このような帯域制限の強い伝送系の場

合、partial-RZ化により光パルスのduty比を最適化する

ことによって伝送特性を大幅に改善可能であることを明

らかにした。

将来のフォトニックネットワークでは、伝送距離、通

過ノード数が波長チャネルごとにダイナミックに変化す

ることが想定されている。本研究で検討した自動分散補

償技術や非線形効果抑圧技術は、このようなネットワー

クにおける柔軟な波長運用の実現に向けた必要な一歩と

なり得るものと考えられる。

(d)4x40Gbit/s,本提案 

Pin:+10dBm/ch 

(b)4x40Gbit/s,従来法 

Pin:+10dBm/ch 

(c)Single channel,本提案 

Pin:+10dBm 

(a)Single channel,従来法 

Pin:+10dBm 

図１．40Gbit/s受信アイパターン
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久木元　伸　如（小山田教授）
「没入可視化空間における注釈を用いた遠隔協調環境に関する研究」
平成19年３月23日授与

科学技術の進歩は専門領域の細分化が進む一方で、数多くの高度な問題を解決するために学際的な研

究連携が必須となる。研究連携を行うために物理的距離や組織を超えて共通の問題に取り組む遠隔協調

作業への取り組みが活発化している。

また、コンピューティング能力の向上に伴い、様々な計算結果は複雑で膨大な量となる。これらのデ

ータを直感的に解りやすく提示する方法として、Virtual Reality（以下、VR）技術を活用した三次元可

視化が有効である。

VR空間をネットワークで接続して構築する遠隔協調作業環境では、三次元データの観察にとどまら

ず、各研究者や研究機関が所有している知をいかして共有して新しい知識を創造するかが課題となる。

本研究ではユーザの周囲をスクリーンで囲むVRシステムを京都と福岡の２拠点に設置し、ネットワ

ークを介して思考や知的発見などの遠隔協調作業を支援する環境を構築した。この環境では可視化画像

で構成された空間を共有しつつ、PDAを用いて共有されたVR空間へのインタラクションや注釈付与、

音声によるコミュニケーションが可能である。

これによって遠隔地の協調作業者間の確然とした意図の伝達が可能となり、可視化画像から知的発見

を行う協調作業が実現されることを本論文は示した。

三次元データを三次元空間に表示し、さらに文字や図、音声を用いた協調作業を可能とする本研究の

成果は、学際的な問題解決の分野に大きく貢献できると考える。

図１．福岡―京都間で構築した没入型可視化空間
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坂　本　尚　久（小山田教授）
「ポイントに基づくボリュームデータの生成および表示技術に関する研究」
平成19年３月23日授与

計算科学技術の進歩に伴い、複雑高度化する問題解決の手段として期待されるシミュレーション技術

は、高精度・高分解能化されていく傾向があり、そのシミュレーション結果（ボリュームデータ）も大

規模化しています。また、計測技術の進歩により高機能・高性能化する画像診断装置（CT/MRI装置）

からも大規模なボリュームデータが生成されるようになってきています。ボリュームデータを対象とし

た可視化手法であるボリュームレンダリングは、医用分野や工学分野だけでなく様々な分野でその有効

性が示されていますが、大規模・複雑ボリュームデータに対してはまだ十分な技術が開発されていない

のが現状です。本論文は、物体を構成する最小要素である点要素（ポイント）に着目し、ボリュームデ

ータ向けのインタラクションを可能とするボリュームデータ生成技術・新しい原理に基づくボリューム

データ表示技術についてまとめたものです。

本論文では、ボリュームデータ生成技術として、多視点カメラで得られる複数枚の映像データから人

物像に関するポイントデータを効率よく生成する視点非依存型の並列ボクセルカラーリング法を提案し

ました。提案手法は、従来必要とされていたポリゴン表現を前提としたデータ生成手法とは異なり、デ

ータをポイント（ボクセル）の集合として扱い、ボクセルごとに多視点カメラから得られる光学情報を

計算し、視点位置に依存しないデータ生成法です。本手法を用いて人物映像を高速に計算機内に取り込

み、遠隔に設置された全方位型表示装置に３次元映像を映し出すシステムを開発し本手法の有用性を示

しました。

次に、ボリュームデータ表示技術として、表示対象とするボリュームデータを不透明なポイント（発

光する粒子）の集合体として表現し描画（レンダリング）を行う粒子ベースボリュームレンダリング法

を提案しました。本手法は、従来のボリュームレンダリング法において計算上のボトルネックとなるア

ルファ合成およびソート計算を必要とせず、単純な奥行き比較とサブピクセル化処理のみで半透明効果

を得ることが可能です。さらに、本論文では、粒子ベースボリュームレンダリング法を拡張し、非構造

格子型ボリュームデータや複数のボリュームデータを効率よくレンダリングする手法を提案しました。

複数ボリュームデータのレンダリングでは、粒子ベースボリュームレンダリング法において利用される

粒子の格納領域（粒子バッファ）を、ボリュームデータごとに生成し、奥行き比較のみからなる粒子バ

ッファの単純比較演算のみで合成画像を生成することが可能となりました。本手法の医用分野への適用

事例としてCTデータと陽子シミュレーションデータ（Dose分布データ）との合成表示を行った結果を

示しました。また、構造解析や数値流体力学分野などで利用される非構造格子型ボリュームデータを対

象としたレンダリングにおいては、対象データのボクセル化処理を行い、粒子を発生させることで、効

率よくレンダリングを行うことが可能となりました。

本研究は、ポイントという最も基本的なグラフィックス要素を用いることにより、高度インタラクシ

ョン技術・画期的な可視化技術が必要とされるボリュームデータ処理に対して共通のフレームワークを

与えるものと期待されます。
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山　岡　雅　直（小野寺教授）
「A Study on Low-Power SRAM Design under Process Variation of Transistors」
（トランジスタのプロセスばらつきを考慮した低電力SRAM設計の研究）
平成19年３月23日授与

本研究は、複数の機能を有する大規模集積回路（LSI）に搭載される混載メモリであるSRAMの低電

力化を目的とし、半導体加工技術の微細化にともない増加するトランジスタのプロセスばらつきを考慮

したSRAM動作の解析、SRAMの回路技術の提案、新しいトランジスタ構造の提案とそれを用いた

SRAM回路技術の提案を行ったものである。半導体集積回路の加工技術は年々微細化が進展している。

しかし微細化の進展に伴い、トランジスタのサイズが小さくなることにより製造時のプロセスばらつき

の影響が増加し、トランジスタの性能のばらつきが回路動作に与える影響が無視できなくなる。現在、

LSIの主流をなすSoC（System-on-a Chip）の最も重要な構成要素の一つであるSRAMは、集積度向上

のため加工できる最小のトランジスタが多く用いられている。そのためトランジスタの性能ばらつきの

影響を大きく受け、SRAMの動作性能が劣化しSoCの動作性能を律速する原因の一因となっており、

SRAMの性能向上が強く望まれている。本研究ではトランジスタの性能ばらつきがSRAM性能に与え

る影響を明らかにする解析方法を提案し、さらにその解析結果をもとに、SRAMの性能を向上させる回

路技術を提案する。

本研究では、SRAMメモリセルの性能とトランジスタの性能ばらつきの関係の解析を行った。SRAM

動作はメモリセルを構成する６つのトランジスタの性能のバランスの上に成り立っている。そのため、

トランジスタ製造時のプロセスばらつきによりトランジスタの性能が変動すると、SRAM動作を決定し

ている６つのトランジスタの性能のバランスが崩れ、SRAMの動作性能が大きく劣化する。本研究では、

このトランジスタのプロセスばらつきとSRAMの動作性能の関係の解析を行い、半導体の製造プロセス

やトランジスタのパラメータを決定してトランジスタの性能ばらつきがわかれば、SRAMの動作性能の

予測を可能とする手法を提案した。本解析手法を用いることによって、SRAMの設計段階において、要

求された性能を満足できるかどうかの予測が可能となる。さらに、性能解析手法を用い、不足する性能

を補う回路技術を提案した。SRAMメモリセルに印加されている電圧を動作によって適切に変化させる

ことで、それぞれの動作マージンを向上させる回路技術を提案した。本回路技術を搭載した試作チップ

を作成し動作特性を実証した。さらに製造プロセスの微細化に伴いSRAM回路での消費電力が問題とな

る。本研究では、動作に必要な電力およびトランジスタの漏れ電流をともに低減する回路技術を提案し

た。本技術は、試作チップの測定により効果の実証を行った。

今後の製造プロセスの微細化にともなうトランジスタのプロセスばらつきを考慮すると単なる回路技

術の開発では今後SRAM動作は行き詰まることが予想される。本研究では、新しいプロセスばらつきの

影響の少ないトランジスタを提案しさらにそのトランジスタに最適なSRAM回路を提案した。本技術は、

シミュレーションによって性能を解析し、今後の微細化を可能とする見込みを得た。

Bank0 

Bank1 

Bank2 

Bank3 

図１．試作した1Mbit SRAMモジュール
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宮　戸　祐　治（松重教授）
「走査型プローブ顕微鏡を用いたカーボンナノチューブの電位評価に関する研究」
平成19年３月23日授与

本論文は、ナノ新素材のカーボンナノチューブ（CNT）、特に単層カーボンナノチューブ（SWNT）

を対象に、電極間に少数のSWNTを架橋させる誘電泳動法、および走査型プローブ顕微鏡（SPM）に

よる電位分布計測法の確立を目的に研究を行った結果を纏めたものである。

誘電泳動法は、溶液中に存在する微粒子に交流電場を加えることで微粒子を泳動させる手法であり、

交流電場により微粒子中に双極子が誘起され、その結果として微粒子自体が電場勾配に応じて力を受け

溶液中を泳動することになる。この手法を応用し、基板上に作製した特定の対向電極間に少数のSWNT

の架橋を可能とする条件を確立した。電場の周波数が1MHz程度までは金属および半導体的SWNTがと

もに架橋すること、またOn/Off比の良好なカーボンナノチューブ電界効果トランジスタ（CN-FET）を

作製できることがわかった。ところが、シリコン酸化膜上に作製したCN-FETは、加えたゲートバイア

スに依存してドレイン電流に大きなヒステリシスを示した。その低減を目的として、ゲート酸化膜上に

気相蒸着法により自己組織化単分子膜（SAM膜）を形成したところ、基板への電荷注入が抑制される

ことでドレイン電流のヒステリシスが大幅に低減できることが判明した。

さらに、SWNTを架橋させる電極金属の種類を変えたCN-FETを作製し、原子間力顕微鏡（AFM）

の表面電位評価技術として良く知られるケルビンプローブ原子間力顕微鏡（KFM）、特に周波数検出法

を適用したFM-KFMによりそれらの特性を評価した。SAM膜で修飾した基板上のAu-Ti異種対向電極

の場合には、整流性および両極性（ambipolar）特性が、またゲートバイアスに依存して表面電位が両

電極端で大きく変化することが観察された。この結果から、観察された整流性は各電極金属のSchottky

障壁高さの違いに、また両極性はゲートバイアスによって障壁薄さが変調を受けることでキャリア注入

が制御されたことに起因すると示唆され、「Schottky障壁変調モデル」に対応する電位変化を直接観察

したと考えられる。

ところで、FM-KFMは高分解能な電位測定方法ではあるが、探

針試料間の接触電位差に由来する静電気力を検出することで電位

を測定するという原理上、SWNTのようにAFM探針の曲率半径

よりも測定対象が小さい場合には、基板に注入された電荷やゲー

トバイアス印加時の静電気力等の背景的な影響を受けやすく、測

定誤差を生じやすい。そこで、本研究ではSWNTのような微小な

測定対象の表面電位をより正確に測定するため、既存のAFMポ

テンショメトリ（AFMP）の概念と点接触電流イメージング原子

間力顕微鏡（PCI-AFM）の手法とを組み合わせたPoint-by-point

AFMPという新規電位測定手法を提案した。この手法は、撮像す

る画像範囲の1pixelごとにカンチレバーの励振・停止を繰り返す

もので、励振時に探針／試料間距離制御および表面形状の取得を

行い、カンチレバーをすばやく停止させた後に一定距離だけ試料

に探針を接近・接触させて、接触した点の電位を測定するという

ものである。さらに、カンチレバーの励振にQ値制御法を適用す

ることで真空環境下でも電位測定を可能とした。こうした手法を

用い、同一SWNT試料に対し電位測定した結果を比較し（図１参

照）、KFMの電位測定誤差を見積もるとともに、両手法は互いに

相補的な評価方法として重要であることを示した。

図１．Point-by-point AFMPおよ
び FM - K FM で測定した
SWNTの表面電位
（a）表面形状像（b）AFMP
像（Vds=1V）（c）KFM像
（V d s= 0 V）（d）K FM 像
（Vds=1V）
（c）と（d）を比較すると
SWNTの周囲が明るいが、
SWNTから周辺のSiO2へ電荷
が注入されたことを示唆する。
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辻　野　孝　輔（中村行宏教授）
「A Study on 3-D Sound Processing Systems Based on Head-Related Transfer
Functions」（頭部伝達関数を利用した立体音響処理システムに関する研究）
平成19年３月23日授与

近年、信号処理技術を利用して高臨場感の音声再生を行う立体音響処理がオーディオやエンターテイ

ンメント分野において注目を集めている。特に、２チャネル方式の立体音響処理は、音声再生に広く用

いられているヘッドホンやスピーカをそのまま利用することができるため、幅広い機器への適用が可能

である。

２チャネル方式の立体音響処理は、多くの場合頭部伝達関数を利用したバイノーラル処理によって実

現される。バイノーラル処理により、三次元空間内の任意の位置の仮想音源から音声が生じているかの

ような仮想的感覚を入力音声に付与することが可能である。本研究では、低演算量でバイノーラル処理

の実現が可能な、図１に示す構成をとる信号処理手法に着目し、組込みシステム上での実現に適した立

体音響処理手法を構築した。また、同手法を利用した立体音響処理システムの設計を行った。

立体音響処理の一般的な応用においては仮想音源の時間経過に従った移動がしばしば要求されるた

め、バイノーラル処理の実現においては音源移動を可能とした実装を行う必要がある。本研究ではIIR

（Infinite Impulse Response）フィルタのAR（Auto Regressive）係数とMA（Moving Average）係数

を各々線形補間して音源移動を実現することにより、従来主流であったFIRフィルタを用いた場合と比

べ、バイノーラル処理に必要な演算量とメモリ量を削減することができることを示した。また、本研究

では従来用いられてきた勾配法に基づくディジタルフィルタの設計法を改良し、係数補間を伴う音源移

動に用いた場合にFIRフィルタに近い特性が得られる設計法を構築した。これらの成果を検証し、提案

手法を利用した立体音響処理が組込みシステムにおいて実現可能であることを示すために、図２の構成

をとる、DSP・組込みCPUを利用した立体音響処理システムの設計を行った。提案システム上では聴

取者に対する仮想音源の相対的移動を実時間で自由に操作することが可能であり、入力された移動情報

は実時間の立体音響処理に利用される。このシステムを用い、提案する立体音響処理手法が組込みシス

テム上で十分に実時間処理可能であることを示した。

図１．低演算量バイノーラル処理 図２．設計システム
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須　山　敬　之（中村行宏教授）
「リコンフィギャラブルコンピューティングの組合せ問題への応用に関する研究」
平成19年３月23日授与

近年、ほとんどの家電製品などにVLSIが搭載されており、その動作をコントロールするためには不

可欠な要素となってきている。また集積技術の発達により集積度は驚くほど高くなってきており、今後

ますます増大することが予想される。そのような状況下においては、VLSIを正確かつ短期間に設計す

るためのハードウェア記述言語による論理合成技術が必須の技術となっている。また論理合成技術の発

達と時期を同じくして、内部論理が再構成可能なハードウェアFPGA（Field Programmable Gate

Array）の技術が進展してきた。本論文では論理合成システムとFPGAを用いたリコンフィギャラブル

コンピューティングとその組合せ問題への応用について論じている。

組合せ問題とは変数がいくつかの値を取る時に条件を満たす変数の値の組み合わせを求める問題であ

る。この問題は原理的には変数が取る値の全ての組み合わせを探索することにより、解くことが可能で

あるが、その組み合わせは変数の数が増えるにつれて指数オーダで増加するため、現実的な時間で解く

ことが困難となる問題である。本論文ではリコンフィギャラブルコンピューティングにより、問題毎に

回路を合成し、FPGA上にその問題専用の論理回路を実現することにより、問題を高速に解く手法を述

べている（図１）。またこの手法では論理回路の並列性を用いることにより、汎用計算機上で用いられ

るアルゴリズムとは異なる新たなアルゴリズムを適用することが可能となる。本論文では新たにこの手

法に適したアルゴリズム（図２）について述べ、効果的に問題を解くことができることを示している。

一方、組み合わせ問題の応用例の一つとしてインターネットオークションのプロトコルがあげられる。

ネットワークの発達によりネット上の取引が急速に発展してきているが、単一の入札者が複数のIDを

用いて入札額を操作する架空名義入札が問題となってきている。またオークションプロトコルはマルチ

エージェントの重要な研究分野の一つとなってきており、特に組み合わせオークションの分野は重要な

いくつかの研究がなされている。組み合わせオークションとは複数のアイテムを同時に入札する方式で

あり、アイテムの組み合わせ方により価値が上下する。本論文では、組み合わせオークションを行う場

合に、更に個々のアイテム毎に複数の属性を持つ多属性のオークションのプロトコルについて考察し、

架空名義入札に頑健なオークションプロトコルを考案、その有効性を証明している。

図１．処理の流れ 図２．アルゴリズムの実現例
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宮　本　龍　介（中村行宏教授）
「画像処理に基づく歩行者認識に関する研究」
平成19年３月23日授与

近年、夜間における歩行者と車両との衝突事故の増加が問題となっている。これは、昼間と比較し夜
間においては歩行者の視認性が悪く、そのため運転者が歩行者を見落とす可能性が高くなることに起因
している。そこで、画像処理を用いた歩行者認識を行い、運転を補助する機構の研究が行われている。
歩行者認識においては、歩行者を検出し、一度検出された歩行者を追跡し続けることによって認識が実
現される。検出過程においては、粗い前処理を行い、２次元画像平面から歩行者が存在する可能性の高
い領域を抽出する場合が多く、一般に、候補領域抽出、検出、追跡の３つの段階から構成される。従っ
て、精度良く歩行者を認識するためには、候補領域の抽出も含めた検出処理ならびに追跡処理の精度を
向上させる必要がある。
一方、このような歩行者認識実時間処理が要求される。半導体技術の進歩によってプロセッサの演算

性能は向上したが、周波数向上による性能向上は限界に近付いており、並列処理による性能向上が求め
られている。特に、車載という組込み用途で実現するためには、動作周波数を下げることが求められる
ため、並列処理の適用が不可欠である。また、同時に高い認識性能を実現することも求められる。この
ような背景を鑑み、検出過程に必要な機械学習の手法としてブースティングに着目し、追跡過程に必要
な時系列信号処理手法として粒子フィルタに着目した。ブースティングは多数の弱識別器を組み合わせ
ることによって強識別器を構築する集団学習手法の１つであり、ブースティングに基づいて構築された
強識別器を用いて検出を行う場合、強識別器を構成する弱識別器はそれぞれ独立に処理を行うことが可
能であり、高い並列性を有している。また、粒子フィルタにおいては粒子によって状態を表現し、多数
の粒子を用いることにより多数の状態を保持し、最も確からしい状態を選択することによって状態推定
を行うため、粒子の数に対応した並列性を有している。これらの手法は並列性が高いだけでなく、その
性能も優れたものであり、並列性と性能の両立という目的に適している。
本研究では、検出過程においては、図１に示すようなHaar-like特徴を用いブースティングに基づいて
構築された検出器を利用し、候補領域の抽出は行わない手法とした。追跡過程においては、車載カメラ
から得られた画像において歩行者を追跡するのに適した歩行者の表現手法として図２に示すようなスケ
ルトンを用い、スケルトンを表現するパラメタを状態空間とし、追跡対象を歩行者とすることにより状
態遷移に制約を加え、粒子フィルタを用いて追跡を行った。図３は検出後、追跡を開始する際の初期状
態を示している。図４および図５に認識結果の一部を示す。このように、ブースティングに基づく検出
と粒子フィルタを利用した追跡を組み合わせることにより、高精度な歩行者認識を実現した。
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図１．Haar-like特徴

図４．認識結果（検出） 図５．認識結果（追跡）

図２．スケルトン
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旦　野　克　典（木本教授）
「Epitaxial Growth of 4H-SiC and Characterization of Deep Levels for Bipolar Power
Devices」
（バイポーラ型パワーデバイス実現に向けた4H-SiCのエピタキシャル成長と深い準位
の評価）
平成19年３月23日授与

はじめに：ワイドギャップ半導体であるSiC（Silicon carbide: 炭化珪素）は、Si（Silicon: 珪素）と比べ

て、絶縁破壊電界が約10倍高いという特徴のため、高耐圧、低損失デバイスの実現に有望である。した

がって、SiCはパワーエレクトロニクスの分野において、Siに取って代わる半導体材料として期待され

ている。このような特徴を有するSiCといえども、数kV以上の高耐圧、低損失デバイスを実現するため

にはバイポーラ型デバイス（pinダイオード、IGBT等）が必要となる。

本論文は、化学気相堆積（CVD）法によるバイポーラ型デバイス実現に必要な高純度・高品質成長層

の形成と物性評価に関する研究をまとめたものである。特にn型およびp型4H-SiCにおける深い準位の

基礎評価に重点を置き、その性質や起源の解明と密度制御に取り組んだ。以上の研究により得られた知

見を元に、4H-SiC厚膜成長層における少数キャリヤ寿命を評価し、その制限因子について考察した。

主な研究内容：Deep level transient spectroscopy（DLTS）により、n型およびp型4H-SiCの深い準位

を調べた。成長直後のn型成長層では図１に示すよう、Z1/2センター（EC-0.65eV）［１］とEH6/7センタ

ー（EC-1.55eV）［２］が支配的であった。この成長層に、SiC構成元素のうち質量の軽い炭素原子の変

位のみを引き起こす低エネルギー（100-200keV）にて電子線を照射したところ、これらの準位密度が増

加した。この結果より、これらの準位は炭素原子の位置変位（格子間原子または空格子）に関連する欠

陥である可能性が高いと分かった。同時にこれらの準位密度を電子線照射により制御することができた。

p型成長層についても同様に評価を行った。電子線照射前の

成長層では図１に示すようにDセンター（EV+0.49eV）［３］、

HK0（EV+0.79eV）、HK2（EV+0.84eV）、HK4センター

（EV+1.44eV）を検出した。このうちHK4センターは低エネル

ギー電子線照射実験により、炭素原子の位置変位に関連する

欠陥である可能性が高いことが分かった。

差動マイクロ波光導電減衰（µ-PCD）測定により、成長層に
おける少数キャリヤ寿命を調べ、少数キャリヤ寿命を制限す

る因子の特定を試みた。Z1/2センター密度が２×1013cm-3より

も高い時、少数キャリヤ寿命はZ1/2センター密度に反比例して

減少した。この時Z1/2センターは少数キャリヤ寿命を制限する

因子として働いていると考えられる。また、電子線照射実験

によりZ1/2センターを意図的に導入することにより、少数キャ

リヤ寿命を制御可能であることが分かった。

参考文献:

［１］T. Dalibor et al.: Phys. Stat. Solidi（a）, 162（1997）, p. 199.

［２］C. Hemmingson et al.: J. Appl. Phys., 81（1997）, p. 6155

［３］T. Troffer et al.: Phys. Stat. Solidi（a）, 162（1997）, p. 277.

0 

1 

2 

3 
0 

1 

2 

3 

E
C
-E
 (
eV
) 

E
-E
V
(e
V
) 

Z1/2

EH6/7 

HK4 

HK2 

HK0 
D n-type 

p-type 

EC 

EV 

Conduction band

Valence band

図１．4H-SiCに存在する深い準位
のエネルギー準位図。丸で
囲まれた深い準位はC原子
の位置変位関連欠陥



2008.3

89

川　島　祥　一（野田教授）
「３次元フォトニック結晶による光伝搬制御に関する研究」
平成19年７月23日授与

本論文は、３次元フォトニック結晶による光伝搬制御に関する研究成果をまとめたものである。３次

元フォトニック結晶内に、線欠陥を導入して得られる光導波路は、微小空間において自在な光伝搬制御

が可能な光学素子として期待されている。本論文では、ストライプ積層型３次元フォトニック結晶導波

路に関して、数値解析による構造設計から、実際の導波路作製、そして光学特性評価までの一連の研究

成果を報告している。本研究で得られた主な成果は、次のようにまとめられる。

１．まず、結晶内の複数層に線欠陥を導入した３次元フォトニック結晶面内導波路に関して、数値解析

を行っている。その結果、空気領域に光が強く局在する導波路や、積層方向への伝搬損失が少ない

導波路の設計に成功している。

２．続いて、ストライプ積層方向へ光が伝搬する３次元フォトニック結晶垂直導波路の数値解析を行っ

ている。その結果、導波路を構成する基本周期を適切に設計することで、伝搬光の偏光制御が可能

であることを明らかにした。

３．さらに、これら解析した面内導波路と垂直導波路を、高い精度で実現するため、従来の作製手法に

改良を加えている。その改良した作製手法を用いて、３次元フォトニック結晶の作製を行い、

70nm以内の積層精度が定常的に達成できることを示した。

４．最後に、本論文で解析した面内導波路と垂直導波路の作製結果、および光学測定結果について述べ

ている。面内導波路に関しては、線欠陥が複数層に精度良く積層された９層面内導波路の作製に成

功している。また、積層数８層の垂直導波路を作製し、垂直方向への光伝搬と、基本周期構造によ

る偏光制御の結果を同時に示している（図１）。これは、３次元フォトニック結晶垂直導波路を初

めて実証した成果である。さらに、それら面内導波路と垂直導波路を互いに接続した３次元光配線

構造の試作にも成功し、特定帯域の光が伝搬したことを観測している。これは、フォトニック結晶

による３次元光伝搬制御を、光通信波長帯域において、初めて実証した成果といえる。

以上、本論文は、３次元フォトニック結晶による光伝搬制御を世界に先駆けて実証したものである。

図１
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鄭　　　允　道（引原教授）
「Basic Studies on Persistent Current Compensator for Superconducting Magnet by
Use of Linear Type Magnetic Flux Pump」（リニア型磁束ポンプを適用した超伝導マグ
ネット用永久電流補償装置に関する基礎研究）
平成19年９月25日授与

近年、磁気共鳴断層撮影（Magnetic Resonance Imaging: MRI）装置や核磁気共鳴（Nuclear

Magnetic Resonance: NMR）分析器などにおいて、超伝導マグネットの高磁場化への期待が高まってい

る。例えば、現在国内で臨床応用として認められているMRI用マグネットの最大発生磁場は3Tである

が、海外では検査分解能を上げるべく、より高磁場を発生可能な超伝導マグネットの検討が進められて

いる。また、NMRの分野においてもより高磁場が求められており、1GHz（23.5T）級あるいはそれ以

上の高磁場を目指した検討が世界的に進められている。一方、MRIやNMRに適用されているマグネッ

トの主流は低温超伝導線材を使用しているが、高磁場・高温運転をターゲットとした場合、高温超伝導

線材の適用が不可欠である。しかしながら、高温超伝導線材のいわゆる超伝導接続（ゼロ抵抗接続）は

未だ実現されておらず、超伝導マグネットを永久電流モードで運転した場合に電流減衰が問題となる。

従って、高磁場MRIあるいはNMRの実現を左右する重要な技術開発課題の一つは、永久電流モード高

温超伝導マグネットの成否にあると考えられる。

本論文では、高温超伝導マグネットの永久電流運転モードにおける微小電流減衰を補償する非接触電

源の開発を目的とした。即ち、上記微小電流減衰を非接触でノイズレスに補償する電源としてリニア型

超伝導磁束ポンプ（LTMFP）を提案し、その基礎特性の理論的かつ実験的検証を行った。

まず、高温超伝導線材ならびにマグネットの開発現状、および同マグネットにおける超伝導接続（ゼ

ロ抵抗接続）技術が確立されていない実情を説明した。次に、超伝導ニオブフォイルを適用したリニア

型磁束ポンプの動作原理を説明し、３次元有限要素法によってその特性を解析した。特に、超伝導ニオ

ブ中を移動する量子化磁束の侵入領域（常伝導スポット）が周波数依存性を有することを明らかにし、

既存モデルを拡張する評価式を提案した。また、解析結果に基づいてLTMFPを設計・試作した。さら

に、現状長尺の高温超伝導線材を使用したマグネットを製作することが困難であることから、技術的に

成熟しているニオブチタン低温超伝導マグネットを設計・試作し、高温超伝導マグネットの電流減衰を

模擬するようにコイル接続抵抗を積極的に持たせ、同抵抗値に起因する電流減衰を補償することに成功

した。

現在、より高温かつ大電流において動作可能なLTMFPの検討を行っているところである。

図１．試作したLTMFPの外観写真
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卞　　　志　強（吉川榮和教授）
「A Study on Augmented Reality Technology for Supporting Field Work of Nuclear
Power Plants」
（原子力発電プラントの現場作業支援のための拡張現実感技術に関する研究）
平成19年９月25日授与

地球温暖化防止対策に重要な役割を担う原子力発電に関し、電力市場自由化による発電コスト削減の
要請、高経年化による保守作業の複雑化、熟練保守作業員の減少等の問題が起きつつある。その対策の
ためには、現実の世界に情報や仮想の物体を重畳表示させる拡張現実感技術を利用してプラント現場作
業を支援することが有効である。拡張現実感技術をプラント現場という特殊環境下で利用するためには、
実空間とユーザの視線との位置関係をリアルタイムで計測する新しいトラッキング技術が不可欠であ
る。本研究では、従来の人工マーカ方式に代わる方法として、（i）トラッキング可能範囲の拡大、（ii）
トラッキング精度の向上、（iii）トラッキング信頼性の向上を実現する技術を開発した。
（i）トラッキング可能範囲の拡大では、新しいラインマーカ法とハイブリッドトラッキング手法を

提案し、実験によりその有効性を検証した。具体的には、プラント現場と従来の人工マーカ法の特徴を
考察し、図１に示すようなプラント内に多数あるパイプ等に貼付しやすい線形のラインマーカ（以下、
マーカ）を新たに考案し、これを用いてトラッキング可能距離とトラッキング精度を評価した。その結
果、提案したラインマーカ手法のトラッキング可能距離が10m以上に延び、トラッキング可能範囲を拡
大できることを確認した。また同時に、貼付するマーカの配置がトラッキング精度に大きな影響を与え
ることもわかった。さらにトラッキング可能範囲を拡大するため、複数のカメラと半導体ジャイロセン
サを用いるハイブリッドトラッキング手法を提案し、実際のプラント現場において評価実験を行うこと
により、その有効性を確認した。
（ii）トラッキング精度の向上では、環境に貼付するマーカの配置がトラッキング精度に大きな影響

を与えることに着目してマーカ配置を最適化する手法を開発し、計算機シミュレーションによりその有
効性を検証した。まず、トラッキング誤差を定量的に評価する手法として、従来手法より格段に高速な
WTEC（Wheel Tracking Error Computation）アルゴリズムを考案し、これを評価関数としてGA
（Genetic Algorithm）によりトラッキング誤差を最小にするマーカ配置を決定する方法を提案した。提
案手法を評価するため、プラント構内にマーカを配置する場合を考え、計算機シミュレーションを行っ
た。その結果、ランダムなマーカ配置に比べて最適なマーカ配置により最大トラッキング誤差を大幅に
減少させることが可能であり、トラッキング精度が著しく向上できることを確認した。
（iii）トラッキング信頼性の向上では、ラインマーカ手法のトラッキングの信頼性向上のため、トラ

ッキング結果の誤差をリアルタイムで推定する手法を提案し、その効果を評価した。ここでは、ライン
マーカが線形であることの特徴を活かしてマーカ認識の際の誤差を計算し、さらにプロジェクション誤
差を考慮してWTECアルゴリズムにより誤差を高速に評価
することを可能にした。評価の結果、プロジェクション誤差
のみを用いてトラッキング誤差を評価した場合に比べて精度
良くトラッキング誤差を推定できることを確認した。これに
より、トラッキング誤差が大きい可能性があるときに、間違
った位置に情報を重畳表示されることを避けることができ、
支援情報表示の信頼性を向上させることができる。

ID of marker (7 bits)

Gap 
20mm

Code”1” 
80mm

Code”0” 
40mm

40mm

Humming code (4 bits)

図２．GAを用いたマーカ配置最適化によ
るトラッキング最大誤差の世代変化図１．ラインマーカのデザイン
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Piyanuch Sommani（石川教授）
「Neuron Adhesion Patterning on Polymers by Negative-Ion Implantation」
（負イオン注入による高分子表面上での神経細胞接着のパターニング）
平成19年９月25日授与

神経細胞を人為的にデザインした形で配列させて神経回路網を形成する試みとして、負イオン注入処

理により局所的に高分子材料表面の改質を行い、この基材上で神経細胞を自発的に所望のパターンに配

列させて、人為的な神経回路網の形成方法の開発を行った。高分

子材料は一般に絶縁物であり、正イオンを注入する場合には表面

帯電による処理条件の再現性やパターンの劣化が懸念される。こ

れに対して、負イオンを注入粒子として用いる負イオン注入法で

は、負イオンの負電荷の流入と二次電子による負電荷の流失によ

りほぼ無帯電という特長があり、高精度で再現性のある表面処理

が出来る利点がある。

炭素負イオン注入をポリスチレンやシリコーンゴムに施すと、

表面にヒドロキシル基やカルボニル基などの有極性官能基が導入

され、注入量に応じて材料表面の親水性を向上できることを示し

た。また、この親水化は、細胞培養液中ではタンパク質の吸着性

が向上することを示した。

ポリスチレンやシリコーンゴムに幅50µm幅のスリット列を有す
るパターンマスクを介して炭素負イオン注入を行い、その上で神

経様細胞（PC12hラット副腎髄質褐色腫細胞）を培養した結果、

注入処理領域上に注入パターンに沿って細胞の自発的な配列接着

と神経突起の伸展が得られた。縦横の格子状に配列させた例を図

１に示す。

ラット骨髄液間葉系幹細胞を用いた場合でも、PC12h細胞より

も少ない注入量でポリスチレンやシリコーンゴム表面をパターン

処理することにより、注入パターンに沿った自発的な選択接着が

得られた。ポリスチレン上でのパターン接着を図２に示す。次い

で、βメルカトルエタノールを分化誘導の刺激剤として用いる手

法で、配列接着した間葉系幹細胞の神経細胞への分化誘導を行っ

た。その結果を図３に示す。分化した細胞は、丸い細胞体と細長

いフィラメントを有しており、神経細胞と形態的に極めて似たも

のとなった。分化した細胞からは神経特異エノラーゼを検出した

ので、分化細胞は神経細胞と考えられる。また、分化後の神経細

胞も元の間葉系幹細胞の接着パターンを保持していた。

このように本研究において、炭素負イオン注入処理法により、

注入パターンに沿った自発的な神経細胞の配列とそのパターンで

の神経回路網の形成を達成した。

図１．格子パターンに自発的に配
列接着したPC12ｈ細胞

図３．接着パターンを保持して間
葉系幹細胞から分化した神
経細胞

図２．ポリスチレン上にパターン
接着した間葉系幹細胞
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